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今月の概要
ライフサイエンス分野――――――――――――――――――――――――― 5
膀医薬品アクセスと特許
現在、発展途上国ではエイズなどの感染症がひろがり、その治療および感染防御が課題
となっている。この際に新薬に対する特許保護は、医薬品の価格を高値に維持し、その普
及の妨げとなっている可能性があり、その制限が議論されている。２月に開催されたシン
ポジウム「知的財産の新展開」において、マックス・プランク知的財産研究所長のヨーゼ
フ・シュトラウス教授は、知的財産権を保護することができないようなルールを作ってし
まうと、結果として新薬が開発されなくなり、患者のためにもならないと主張した。これ
は、研究開発における知的財産権の重要性を述べたものであり、国際的な議論を進める上
で欠かすことのできない視点の一つとなるだろう。
膂ピロリ菌による胃潰瘍発症機序の解明
ヘリコバクター・ピロリ菌は世界の総人口の約50％に感染していると推定され、その
慢性的持続感染は胃炎並びに胃潰瘍を引き起こす。我が国においても、感染率は年齢とと
もに上昇し、70歳代では85％にも達すると言われる。ピロリ菌は、細胞空胞化毒素
（VacA）を産生・分泌し胃潰瘍を引き起こすと考えられている。岡崎国立共同研究機構・
基礎生物学研究所の野田昌晴教授らは受容体型プロテインチロシンホスファターゼ・ゼー
タ（Ptprz）遺伝子を欠損したノックアウトマウスを用いて、VacAによる胃潰瘍の形成は
Ptprzのシグナル伝達の異常に起因することを明らかにした。今回の発見は、ピロリ菌に
よる胃潰瘍形成の分子機構を明らかにしたものであり、胃潰瘍の予防・治療を行う上で、
重要な知見であると考えられる。
情報通信分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 6
膀急ピッチで進む電子タグの規格標準化
次世代のバーコードとして注目されている電子タグの規格標準化が急ピッチで進められ
ている。電子タグは、リーダ/ライタと呼ばれる専用機を通して、自動的にネットワーク
と情報をやり取りするものである。この電子タグに関する国際規格は、今年度中の発行を
目標に検討されているが、実質的には５月に審議が予定されている最終委員会案の内容と
なろう。これまでに提案されている規格の中で一部の周波数帯が日本においては、現在別
の用途に使用されているが、総務省は電子タグの周波数の使用方法等について検討を進め
ることとしている。また、電子タグに盛り込むコード情報に関しても経済産業省の研究会
で国際規格と共通の仕様になるように検討を進めており、６月には規格案がまとまる予定
となっている。さらに、総務省では、ユビキタス・ネットワーク時代の多様な分野での高
度利用に向けて、ネットワーク機能の活用に重点を置いた検討も進められており、６月に
方向性がとりまとまる予定である。
環境分野 ――――――――――――――――――――――――――――――― 7
膀紫外線の照射により松の葉からNOxが発生することが報告される
大気中に含まれるNOxは、大気の化学反応性やエアロゾルの形成に大きな影響を与え
る他、酸性雨の原因物質ともなるため、NOxの地球規模の循環に関する知見は重要であ
る。この度、太陽光の紫外線の照射により、松の葉が窒素酸化物（NOx）を放出すること
を示す実験結果がNature誌に報告された。地球の高緯度地域の針葉樹林帯から発生する
NOxの量は、交通機関や工場から発生するNOxの量と対比できる程度であると報告され
ている。
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ナノテク・材料分野―――――――――――――――――――――――――― 7
膀ニッケルのナノコンタクト構造で従来より100倍も大きい磁気抵抗効果を観測
磁気抵抗効果（ＭＲ効果）とは、磁化の方向によって電気伝導性が変化する効果であり、
パソコンのハードディスクなどに応用され、磁性を利用したエレクトロニクス分野（スピ
ントロニクス）にも展望が開けるものと期待されている。このたび、ニューヨーク州立大
学のＳ.Ｚ.Huaらは、これまでの報告よりも100倍も大きいＭＲ効果の観測を発表した。彼
らは、金属ニッケルを使って電気化学的手法でナノコンタクト構造を作製し、室温で10
万％という極めて大きなＭＲ効果を観測した。
エネルギー分野 ―――――――――――――――――――――――――――― 8
膀米国で環境負荷物質排出ゼロを目指した
石炭火力発電所の研究開発計画が提案される
２月27日、米国のブッシュ大統領は環境負荷物質の排出がゼロに近く、水素製造も視
野に入れた石炭火力発電所“FutureGen”の研究開発計画を発表した。本計画は、官民共
同の研究開発プロジェクトであり、今後10年間に10億ドルの予算が投入される予定であ
る。FutureGenは石炭ガス化プロセスと二酸化炭素分離・隔離技術を採用している。今回
の発表は、今後の米国のエネルギーセキュリティや地球環境保全に関する政策の方向性を
示すものとして注目される。
製造技術分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 8
膀プラズマディスプレイパネル用新規バリアリブ形成プロセスの実用化に成功
三菱マテリアル㈱は、韓国のサムスンSDI社との共同開発により、ブレード成型法によ
るプラズマ ディスプレイ パネル（PDP）用バリアリブ形成プロセスの実用化に成功し
た。本法は、ガラス基板にリブペーストをコーティングし、櫛形の工具であるブレードで
掻き取ることで所望の形状が得られる新規バリアリブ形成プロセスである。従来のサンド
ブラスト法に対し、工程を非常にシンプルにし、また材料のロスがほとんどないことから、
大きな製造コスト低減が可能で、PDPテレビ市場のより一層の拡大に大きく貢献すること
が期待される。
今月の概要
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ブレインイメージング：　　　　
―― 9
神経疾患の診断・治療に向けた
非侵襲技術応用研究の体制強化の必要性
近年、日本では高齢者人口の増加に伴い老年性疾患の診断･治療が重要な問題となっ
ている。特に、アルツハイマー型痴呆症は患者の数が年々増大しており、本人のみでな
く患者家族への看護負担などが社会的な問題となっている。また、社会が高度に複雑化
したことから、ストレスによるう
蘆
つ
蘆
病などの神経疾患の患者が増加し、自殺者の急増な
どの問題を引き起こしている。一方、ヒトの脳研究はブレインイメージング（非侵襲計
測による脳の形態および神経活動の画像化）技術の発達などにより、基礎研究が急速に
進みつつある。これらの技術を用いた神経疾患の研究も世界中で行われており、痴呆症
と関連した脳血流量の変化や、う
蘆
つ
蘆
病に伴う神経伝達物質の動きなどのデータが蓄積し
つつある。このような技術的な進歩を踏まえ、今後よりいっそう基礎・臨床研究を推進
すると同時に、それらの研究成果を基にして痴呆症やう
蘆
つ
蘆
病などの神経疾患の診断･治
療を実現していく必要があると考えられる。そのために、現在分散して行われている研
究をまとめていくための中核となる共同研究組織を形成することを提案する。この組織
では、医学・理学・工学などの異なった分野を含めた学際的な研究・技術開発を行うと
同時に、研究者・技術者を育成し、全国の一般市民を対象とした神経疾患の一般診療技
術の確立・普及を目指す。
分散型電源を用いた電力供給システムの構築
―我が国の地域特性に応じたシステムの構築を目指して―――
16
我が国のエネルギー供給主体は、自由化の進展とともに、従来の大規模電力供給システ
ムに加えて新規参入者の出現や分散型電源の導入等により、多様化が進みつつある。この
流れは今後とも引き続き継続すると考えられることから、これを前提とした社会全体の仕
組みづくりが必要となっている。
我が国においては、複数の分散型電源や電力貯蔵装置を集合体としてとらえ、分散型電
源大量導入時の電力品質等に関する問題を解決するための研究開発が進展しており、今後
は、このようなシステムをいかにして我が国の電力供給システムに取り込んでいくかが課
題となっている。
我が国は、地域ごとにそれぞれ、エネルギー需要や風況、バイオマス資源量等の違いを
有している。さらに、分散型電源を用いた電力供給システムに関するコンセプトは、特定
の地域やエリアを対象としたシステムの構築を目標としているが、これに伴い生じる追加
的費用を地域内でどのように負担していくかという課題も残されている。
このような背景から、今後、分散型電源を用いた電力供給システムを構築するにあたっ
ては、地域レベルでの取り組みが必要であり、システムを具現化するにあたっては、自治
体の関与が必要となってくるであろう。分散型電源の多くは、需要地近接型という特徴を
有しており、自治体が中心となって、地域内のエネルギー関係事業者と住民等による議論
の場を提供し、地域が抱える課題やニーズを抽出し、また地域に賦存するエネルギー資源
の特性を的確に踏まえることで、地域一体となって分散型電源を用いた電力供給システム
を構築することが可能となるであろう。
特集― 2
特集―１
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米国の科学技術政策動向
―― 36
―2003年AAAS年次コロキウム速報―
2003年 4月 10～ 11日、ワシントン DCにて AAAS（American Association for the
Advancement of Science）の科学技政策コロキウムが開催され、2004年度の政府R&D予
算の見通しや最近の科学技術政策の重点テーマ等について活発に議論された。
イラク戦争やその後の復興支援による財政赤字の拡大は、国内支出の抑制プレッシャー
となり、2004年度の政府R&D予算は、ディフェンス開発とホームランドセキュリティ
R&Dが増加する一方、非ディフェンス系の研究が減少するゼロサムゲームとなるであろう。
また、ホームランドセキュリティやSARS等のホットイシューについて、政府は精力的
にR&D政策を進めているが、まだ改良の余地は十分にあり、産官学が一体となって取り
組むことが重要である。
ホームランドセキュリティの強化にともなってビザ審査が長期化しており、サイエンス
コミュニティや高等教育コミュニティに深刻な影響を与えている。今後も米国がR&D競
争力を維持、向上していくには、早急なる取り組みが必要であり、今回、Marburger補佐
官が具体的な改善策を示したことは大きな一歩と言える。
特集― 4
シリコン半導体デバイス研究に対する
―― 23大学の関わり
シリコン系半導体デバイスの研究は、すでにｎｍオーダーの領域に突入し、数々のナノ
テクノロジー研究の中でも最も微細な領域にある。今後ますます発展するであろう情報化
社会は、半導体デバイス発展の足踏みを容認するはずが無く、世界的には引き続き高い産
業成長率が予想されている。かつて1980年代後半から90年代にかけての一時期、日本の
シリコン半導体デバイス研究は世界の先頭を走り、国内の他の多くの産業のテクノロジー
ドライバーでもあった。しかし定量的に見ると、この研究分野への大学の貢献は当時の日
本においてさえ極めて少なく、その状況は現在でもあまり変化していない。また、この分
野での日本の現存プロジェクトは民間企業の寄与がほとんどで、事実上大学が主体になる
プロジェクトは存在していない。このような偏りは日本だけの特異性であり、欧米および
アジア諸国においては大学の関与がかなり大きい。現在の日本は産業的には混迷期にある
が、それは大学が大きく関われるチャンスでもあることを意味する。本報告は10年後の
技術予測も踏まえ、日本の大学における本研究の今後のあり方について再考を促すもので
ある。
特集― 3
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膂ピロリ菌による胃潰瘍
発症機序の解明
ヘリコバクター・ピロリ菌①は
世界の総人口の約50％に感染し
ていると推定され、その慢性的持
続感染は胃炎並びに胃潰瘍を引き
起こす。我が国においても、感染
率は年齢とともに上昇し、70歳代
では85％に達すると言われる。
ピロリ菌の産生・分泌する毒素と
しては細胞空胞化②毒素（VacA）
が知られており、これまで、胃
炎・胃潰瘍の原因はこのVacA毒
素が胃粘膜上皮細胞に多数の空胞
を生じさせ、最終的に細胞を死に
至らしめるためと考えられていた。
岡崎国立共同研究機構・基礎生
物学研究所の野田昌晴教授らの報
告によると、受容体型プロテイン
チロシンホスファターゼ・ゼータ
（Ptprz）遺伝子を欠損したノック
アウトマウスと野生型マウスの胃
粘膜上皮細胞の初代培養を行い、
これにVacAを添加すると、VacA
は両方の細胞中に等しく取り込ま
れ、同程度の細胞空胞化を引き起
こしたにも関わらず、実際、マウ
スにVacAを経口投与してみると、
野生型マウスでのみ胃潰瘍が発症
し、Ptprz遺伝子欠損マウスの胃
粘膜は全く障害されないことが見
出された。VacAがPtprzのリガ
ンドとして振る舞うこと、更に
膀医薬品アクセスと特許
現在、発展途上国ではエイズな
どの感染症がひろがり、その治療
および感染防御が課題となってい
る。この際に新薬に対する特許保
護は、医薬品の価格を高値に維持
し、その普及（医薬品アクセスの
向上）の妨げとなっている可能性
がある。そのため、TRIPS協定
（最低限の特許保護の水準を国際
的に定めた協定）に関する世界貿
易機関（WTO）の会議では、医
薬品アクセスと特許制度の問題に
ついて、南北間で激しい議論がた
たかわされてきた。
2003年２月14日に東京都渋谷
区のクロスタワー・ホールで行わ
れた、日本知財学会と財団法人バ
イオインダストリー協会が主催し
たシンポジウム「知的財産の新展
開」（http://www.smips.rcast.u-
tokyo.ac.jp/030214symposium.PD
F）において、ドイツのマック
ス・プランク知的財産研究所の所
長を務めているヨーゼフ・シュト
ラウス教授は、「TRIPS協定と医
薬品アクセス」についての講演を
行い、この問題に対する最近の動
向を紹介して自身の見解を述べた。
シュトラウス教授は、途上国に
おける医薬品アクセスの向上を強
調しすぎると、製薬メーカーの研
究開発意欲を奪い、先進国のヘル
スケア・システムを犠牲にしてし
まうと批判した。また、特許は医
薬品アクセス問題の本質ではない
という意見を述べた。その上で、
国連の世界保健基金を増額して途
上国のヘルスケアに貢献する科学
的知見に大きな投資を行うこと、
ならびに途上国自体が研究開発能
力を高め知的財産制度を活用する
ことなどにより、問題解決を図る
べきであると主張した。途上国が
医薬品の開発に努力している例と
して、キューバがバイオ分野で
400件の特許を保有し、開発され
たワクチンがブラジルや米国に輸
出されていることが紹介された。
知的財産権を保護することがで
きないようなルールを作ってしまう
と、結果として新薬が開発されな
くなり、患者のためにもならない、
というシュトラウス教授の主張は、
研究開発における知的財産権の重
要性を述べたものであり、国際的
な議論を進める上で欠かすことの
できない視点の一つとなるだろう。
日本知財学会（http://www.ipa j
.org/）は、2002年10月に、知的
財産に関する新しい学問分野を作
ることを目的として設立された学
会であり、2003年5月24日、25日
には、第一回の年次研究発表会が
開催される。
（政策研究大学院大学 隅蔵康一氏）
科学技術
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以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の
投稿（４月号は2003年３月８日より2003年４月4日まで）
を中心に「科学技術トピックス」としてまとめたものです。
センターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必要
な情報を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者
の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのまま掲載す
る場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。
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上のPtprzに結合し、細胞内へ誤
った信号が伝達されるためである
ことが明らかにされた（Nature
Genetics、2003年、3月号）。
今回の発見は、ピロリ菌による
胃潰瘍形成の分子機構を明らかに
したものであり、胃潰瘍の予防・
治療を行う上で、重要な知見であ
ると考えられる。また、ピロリ菌
感染は胃がんとの関連性が指摘さ
れており、Ptprzのシグナルは細
胞分化・移動の制御にも関与する
ことから、がん化との関わりは検
討を要する課題である。
Ptprzの内因性リガンドであるプ
レイオトロフィンを経口投与した
場合にも、野生型マウスに特異的
に胃炎が発症することが判明し
た。以上のデータを総合すると、
VacAによる胃潰瘍の形成は、細
胞の空胞化が直接の原因ではな
く、むしろ、VacAが胃粘膜細胞
膀急ピッチで進む電子タグ
の規格標準化
次世代のバーコードとして注目
されている電子タグの規格標準化
が急ピッチで進められている。こ
の電子タグは微小ＩＣチップと無
線通信用のアンテナとからなり、
リーダ/ライタと呼ばれる専用機
を通して、自動的にネットワーク
と情報をやり取りするものであ
る。電子タグは従来のバーコード
と比べて、多量のデータの内蔵が
可能、不正複製が困難、データ読
み取りに人手を要しない等の利点
を有し、流通におけるサプライ・
チェインを一層効率化するものと
期待されている。また将来的には、
世の中のあらゆる物に電子タグを
埋め込むことにより、全ての物が
ネットワークにつながるユビキタ
ス・ネットワーク社会を実現する
鍵となる技術とも考えられている。
電子タグに関する国際規格は、
国際標準化機構（ISO）と国際電
気標準会議（IEC）の合同下部組
織である専門委員会にて、今年度
中の規格発行を目標に調整が行な
われている。今年度中の規格発行
とは言うものの５月に審議が予定
されている最終委員会案が実質的
な国際規格となるものと予測され
る。これまでに提案されている規
格の中で一部の周波数帯が日本に
おいては、現在別の用途に使用さ
れているが、総務省では電子タグ
の周波数の使用方法等について検
討を進めることとしている。また、
電子タグに盛り込む内容であるコ
ード情報に関しても経済産業省の
研究会で国際標準と共通の仕様に
なるように進めており、6月をめ
どに標準的な規格案がまとまる予
定となっている。農水、国土交通
省もそれぞれ食品の安全性もしく
は航空手荷物管理等の物品の追跡
可能性の確保を目的に電子タグの
検討を進めており、これらの規格
統一に合意している。更に、ユビ
キタス・ネットワーク時代に向け
た、多様な分野での高度利用には、
電子タグのネットワークとの親和
性の視点が重要となるため、総務
省では、今後の利用ニーズ、電子
タグに求められる機能、ネットワ
ークアドレスとの関係、アプリケ
ーションモデル等の検討も進めら
れており、６月に方向性がとりま
とまる予定である。
電子タグは非接触 IC カードと
共に2005年頃から本格的に普及
すると予測されているが、今年は
これを左右する技術規格策定の重
要な年になりそうである。
情報通信分野
用 語 説 明
①ヘリコバクター・ピロリ菌（Helicobacter_pylori）
1983年にオーストラリアのWarrenとMarshallによって
分離培養された胃粘膜に寄生するグラム陰性微好気性らせ
ん菌。Marshallは、この細菌に感染すると胃炎が起こるこ
とを、自らが被験者となって証明した。全世界の半数以上
の人が感染しており、胃炎、胃潰瘍、十二指腸潰瘍、胃
MALTリンパ腫に関わることが知られている。
②空胞化（vacuolation）
哺乳動物の細胞における空胞（vacuole）とは、様々な要
因、機序により細胞内の小胞が著しく巨大化した異常な構
造を指す。VacAの場合、細胞表面上の受容体との結合を
介して細胞内に取り込まれ、後期エンドソーム、リソソー
ムの空胞化を誘導することが知られている。これは、
VacAが６量体として、これら小胞を形成する膜中でアニ
オンチャンネルを形成する結果、浸透圧が増大し、小胞内
に水分子が流入して膨潤するものと考えられている。
科学技術トピックス
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ナノテク・材料分野
膀ニッケルのナノコンタ
クト構造で従来より
100倍も大きい磁気抵
抗効果を観測
磁気抵抗効果（ＭＲ効果）とは、
磁化の方向によって電気伝導性が
変化する効果であり、パソコンの
ハードディスクなどに応用されて
おり、また、磁性を利用したエレ
クトロニクス分野（スピントロニ
クス）にも展開が開けるものと期
待されて、現在、研究が盛んである。
これまで報告された室温でのＭ
Ｒ効果の値は、どのような物質に
おいても、その変化率は1,000％
未満の値であったのに対し、この
たびニューヨーク州立大学のＳ.
Ｚ.Huaらは、その100倍も大きい
ＭＲ効果の観測を発表した。彼ら
は、金属ニッケルを使って電気化
学的手法でナノコンタクト構造を
作製し、室温での磁気抵抗率を調
べてきたが、2002年に3,150％と
いうＭＲ効果を発表し（Phys.
Rev., B66, 020403站（2002））、さ
らに今回は試料の作製方法の改良
によって10万％という極めて大
きなＭＲ効果を発表した（Phys.
Rev., B67, 060401站（2003））。こ
れまでの多くのＭＲ効果が負の値
であったのに対し、この試料は正
のＭＲ効果を示すことも特徴である。
測定試料は、ニッケル材料の電
極間に電圧をかけることで成長し
たニッケルのウィスカー（ひげ状
に成長した直径がナノサイズの細
線）であり、両方の電極から伸び
た複数のウィスカーが電極間で同
時に接触している。実際のナノコ
ンタクト部分の構造と大きなＭＲ
効果との関係を明らかにすること
が今後の課題であるが、このよう
な大きな変化率は、電子などの伝
導性を担うキャリアが動きやすく
なった特殊な状態によるもの（バ
リスティックＭＲ効果）と推測さ
れている。今後、ウィスカーとい
う特殊な形状以外でも、このよう
に大きなＭＲ効果を発現できるよ
うになれば、スピントロニクス分
野の進展も期待できる。
環境分野
膀紫外線の照射により松
の葉からNOxが発生
することが報告される
大気中に含まれるNOxは、大
気の化学反応性やエアロゾルの形
成に大きな影響を与える他、酸性
雨の原因物質ともなる。酸性雨は、
森林の消滅、湖沼のpH値の変化
に伴う生物の減少や死滅、また、
歴史的遺産への被害などをもたら
す。こうしたことから、NOxの地
球規模の循環に関する知見は重要
である。
従来、植物は、NOxの固定源と
して考えられていたが、ヘルシン
キ大学のＰ.Hari教授らのグループ
は、松の葉に紫外線（UV）が当
たるとNOxを発生することを明
らかにし、Nature誌（2003年3月
13日号）に発表した。地球の高緯
度地域の針葉樹林帯から発生する
NOxの量は、交通機関や工場から
発生するNOxの量と対比できる
程度であると報告している。同グ
ループは、特殊な箱に入れた松
（Scots pine）の枝葉から発生する
NOxの量を測定した。その結果、
太陽のUV光を透過させる石英ガ
ラスで覆った箱に入れた松からは
NOxが発生したが、UV光を通過
させないプラスチックで覆った箱
の場合は、NOxは発生しなかった。
NOxの発生速度は葉の表面１㎡あ
たり１ng/sのオーダーと評価さ
れた。同グループは、NOxが発生
するメカニズムはまだ不確定であ
るものの、大気中のNOx濃度に
影響する程度の量が針葉樹林から
発生していることは明らかと述べ
ている。
本研究はNOxが車や工場から
だけでなく、森林からも大量に発
生している可能性を示唆し、その
メカニズムに太陽光の紫外線が関
与していることを明らかにしたも
のとして注目される。
本稿は専門家ネットワークの藤
原祐三専門調査員（Advanced
Synthesis and Catalysis Research）
からの投稿を基に作成した。
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膀プラズマディスプレイ
パネル用新規バリアリ
ブ形成プロセスの実用
化に成功
三菱マテリアル㈱は、韓国のサ
ムスンSDI社との共同開発によ
り、ブレード成型法によるプラズ
マ ディスプレイ パネル（PDP）
用バリアリブ形成プロセスの実用
化に成功した。
バリアリブとは、PDP内部の微
細な放電空間を形成するための隔
壁のことである。現在バリアリブ
形成の主流となっているのはサン
ドブラスト法で、ガラス基板にリ
ブペーストをコーティング・乾燥
し、レジストを塗布・露光・現像
後、露光したレジストとリブペー
ストを砂を叩きつけながら一緒に
取り除く製造法である。この方法
は、工程が複雑、かつ材料ロスが
非常に多く、PDPパネル製造工程
の中で、最もコストの高いプロセ
スとされており、製品価格低減の
ための障害となっていた。
一方、新規バリアリブ形成プロ
セスのブレード成型法では、コー
ティングしたリブペーストを櫛形
の工具であるブレードで掻き取る
ことで所望の形状が得られる。工
程が非常にシンプルで、また材料
のロスがほとんどないことから、
サンドブラスト法と比較して
50％以上のコスト低減が期待でき
るという特長を有する。ペースト
は通常相反する保形性と流動性が
必要で、ブレードには極めて高精
度が要求されるため、材料となる
バリアリブペーストや工具である
ブレードが開発や実用化の鍵とな
っていた。ペーストに低沸点で揮
発性の高い溶媒を混入し粘性を下
げることにより、量産プロセス向
けの改良が行われた。
本プロセスは、三菱マテリアル
㈱が基本技術を開発し、サムスン
SDI社が主体となって大型化プロ
セスを開発したものである。製造
装置に関しては、スクリーン印刷
機が適用できるので、量産にも対
応可能である。今後は、三菱マテ
リアル㈱がサムスンSDI社にバリ
アリブペーストとブレードを供給
し、サムスンSDI社でバリアリブ
形成と本プロセスによるPDPの
本格的な量産試作が実施される。
PDPは、ブラウン管に代わる次世
代画面として期待されているが、
液晶に比べて高額で消費電力が大
きいのが弱点とされていた。2002
年のPDPテレビは、国内出荷が
前年比2.7倍の19万台と急伸して
いる。今後価格が改善すればさら
に市場が拡大し、標準クラスから
ハイビジョンクラスへの順次展開
も期待される。
製造技術分野
スの実証プラントの稼動を開始
し、2020年頃に、環境負荷排出
がゼロに近く、経済的競争力のあ
るプラントの実現を目指している。
このFutureGen計画の発表と同
時に、二酸化炭素の貯蔵隔離に関
する情報交換を目的とした国際的
な共同研究開発ネットワークの構
想も発表された。すでに日本を含
む10カ国あまりに参加を呼びか
けており、第１回会合は６月頃に
米国で開催される予定である。
米国は京都議定書の枠組みから
の離脱を宣言し、その地球環境対
策への取り組みに対し、国際的に
大きな関心が集まっている。今回
の発表は、今後の米国のエネルギ
ーセキュリティや地球環境保全に
関する政策の方向性を示すものと
して注目される。
エネルギー分野
膀米国で環境負荷物質排
出ゼロを目指した石炭
火力発電所の研究開発
計画が提案される
米国では、二酸化炭素排出が天
然ガスなどと比べて多い石炭火力
プラントが総発電量の50％以上
を供給しており、石炭のクリーン
な利用技術、すなわち、クリーン
コールテクノロジーが地球温暖化
対策技術の柱の一つとして位置付
けられてきた。
２月27日、米国のブッシュ大
統領は環境負荷物質の排出がゼロ
に近く、水素製造も視野に入れた
石炭火力発電所“FutureGen”の
研究開発計画を発表した。本計画
は、官民共同の研究開発プロジェ
クトであり、今後10年間に10億
ドルの政府予算が投入される予定
である。
FutureGenは石炭のガス化と二
酸化炭素の除去・隔離技術を核と
し、基本的には、近年DOEが
Vision21の中で提案したコンセプ
トを踏襲している。石炭を一酸化
炭素と水素を主成分とする混合ガ
スに転換し、一酸化炭素の燃焼発
電に伴い生じる二酸化炭素は回収
し、基本的には資源回収後の油田、
ガス田、石炭層などに注入し、貯
留隔離することとしている。水素
はガスタービンや燃料電池などに
よる発電機の燃料として用い、二
酸化硫黄、窒素酸化物なども混合
ガスから除去され、肥料などの有
用な製品の原料とする。本計画で
は、５年後を目途に275MWクラ
ブレインイメージング：神経疾患の診断・治療に向けた非侵襲技術応用研究の体制強化の必要性
9Science & Technology Trends   April  2003
特集1
fMRIとNIRS（near-infrared spec-
troscopy、近赤外光計測法）は脳
内の局所的な血流量の変化を測定
することによって神経活動を測定
する方法である。通常の形態計測
に用いられるMRIとfMRIは、デ
ータの測定機構は基本的に同じで
あるが解析手法が異なる。また、
これらの性能は使用している静磁
場の強さによって示され、fMRI
には通常のMRIの静磁場強度（1
から1.5T程度）より強い磁場強度
（1.5から7T）が用いられる。T
（テスラ）は磁場の強度を示す単
位で、1万ガウスに相当する。
PETと SPECT（ single photon
nance imaging、拡散テンソル磁
気共鳴描画）が開発され、神経線
維のつながりを観察することがで
きるようになっている４，５）。
２‐２
神経活動計測法
主な神経活動計測法には、
fMRI（ functional magnetic reso-
nance imaging、 機能的 MRI）、
PET（positron emission tomogra-
phy、陽電子放射断層法）などが
あり、臨床研究を含む脳の基礎的
な研究に用いられている（図表
２）。これらの測定法のうちで、
emission tomography、陽電子放
射断層法）は技術的な進歩が著し
く、脳内の局所的な神経活動の変
化や分子の動きなどを調べること
が可能になっている。これらの技
術を利用することによって、ヒト
を対象とした脳科学研究は急速に
発展し、記憶・学習などの高次の
脳機能と関連した神経活動の解析
などが進み、さらには痴呆症や統
合失調症などの神経疾患と関連し
た脳の神経活動の変化などの研究
も行われるようになってきた。
近年、科学技術の発達につれて
社会が高度に複雑化した結果、現
代社会においてはストレスによる
う
蘆
つ
蘆
病や心神耗弱などの神経疾患
が増加し問題となっている。さら
に高齢者人口の増大によって脳血
管性痴呆やアルツハイマー型痴呆
など痴呆症患者が増加し、これら
の患者のケアは、ますます重要な
社会問題となってきている。した
がって、このような神経疾患の一
般診断･治療技術の開発とそれに
基づいた患者のケアの充実は、こ
れからの科学技術政策上の重要な
課題であると考えられる。本稿で
は、最近のブレインイメージング
技術の発展を受けて、以上のよう
な課題に取り組む上で中核的な役
目を果たすことのできる共同研究
組織の設立を提案する。
２‐１
形態計測法
ブレインイメージング技術のうち
で、脳の形態や微細な構造などを観
察するためには主にCTスキャン
（X-ray computerized tomography）
やMRI（ magnetic resonance imag-
ing、磁気共鳴描画）などが用い
られている（図表１）。これらの形
態計測法は広く普及し脳梗塞や脳
腫瘍などの疾患の診断治療に欠か
せないものとなっている。最近で
は、MRIの技術を用いたDT-MRI
（diffusion tensor magnetic reso-
1990年代はアメリカ合衆国政府
によって脳研究の10年（Decade
of the Brain）とされ、脳研究が
格段の発展を遂げた10年間であ
った。日本においても理化学研究
所の脳科学総合研究センターなど
が設立され、脳科学の基礎研究が
精力的に進められた。現在でも脳
研究はマウスやサルなどの実験動
物を中心として行われているが、
近年非侵襲の計測技術を基にした
ブレインイメージング（脳の形態
および神経活動の画像化）の発達
によりヒトを対象とした研究も進
歩してきた。特にfMRI（function-
al magnetic resonance imaging、
機能的MRI）とPET（positron
1．はじめに
特集膀
ブレインイメージング：
神経疾患の診断・治療に向けた
非侵襲技術応用研究の体制強化の必要性
ライフサイエンス・医療ユニット　客員研究官 矢野　良治
2．代表的なブレインイメージング技術
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計測方法 CTスキャン MRI DT-MRI
測定原理 X線、 核磁気共鳴、 核磁気共鳴、
X線に対する吸収効率 生体組織中の水素原 組織中の水分子の拡散
の差によって組織の違 子の共鳴特性の差に を調べることにより繊
いを識別する。 よって組織を識別す 維質組織の構造を調べ
る。 る。
測定対象 骨、血腫、石灰化した 柔らかい組織の構造 繊維質の組織の走行性
組織 の違い、血管
長所 頭部外傷による頭蓋骨 脳の微細な構造、脳 神経線維の形態・つな
骨折、脳出血の測定に 腫瘍、脳梗塞、脳血 がりを観察することが
向いている。 管性疾患の測定に向 できる。
いている。
短所 放射線被爆 強い磁場による制限、 MRIと同じ
長い測定時間
＊それぞれの方法の詳細は補足珈を参照。
（参考資料をもとに科学技術動向研究センターにて作成）
図表１　代表的な形態計測法の特徴とその比較
秬CTスキャン
脳に限らず人体各組織の非侵襲診断・計測に最初に導
入されたのは、X線である。CTスキャンは、このX線
ビームを狭いスリットを通して照射し、反対側の検出器
で測定したデータをコンピューター処理することにより
断層像を表示するものである。したがって、測定される
ものはX線に対する吸収効率･透過効率の差であり、X
線写真と同様に、骨、腫瘍、血腫などを判別することが
できる。1970年代初頭に導入されて以来、急速に普及
し疾患の診断・治療に必須の機器となっているのは周知
の事実である。脳･神経疾患に対しても、それまで難し
かった脳腫瘍、脳出血、脳梗塞、慢性硬膜下血腫などの
診断を可能にし、これらの疾患の治療が革新的に進歩し
た。検出器の分解能は年々向上し、断層スライスの間隔
も0.5mmまで狭まっている。この空間分解能の高さは
CTスキャンの長所のひとつである。逆に短所としては、
X線の被爆量が比較的に多いのと、脳が頭蓋骨に囲まれ
ているためにコントラストの低下が避けられないことが
挙げられる。これらの短所が存在するためにMRIが導入
された後は、脳疾患の診断にはCTスキャン、MRIの両
者が併用されている。ただし、出血や骨折・石灰化には
CTスキャンのほうが有利であり、頭部外傷などの救急
疾患ではCTスキャンが最初に用いられる。
秡MRI
MRIは、NMR (nuclear magnetic resonance、核磁気
共鳴)の原理を応用した測定技術である。物質を構成し
ている原子の原子核は、一定の特性で回転（スピン）し
ている。これらの回転を強い静止磁場によって一方向に
そろえると、それぞれの特性に応じた周波数の電磁波を
吸収し共鳴する。共鳴の様子はそれぞれの原子が置かれ
た状態によって異なり、それを観察することによりその
原子が含まれる分子や、置かれている環境（生体組織）
の違いを判別することができる。現在一般的に用いられ
ているMRIは、水素原子の核磁気共鳴をシグナルとして
測定するものであり、これらが含まれる生体組織、たと
えば血液・体液、脂肪組織、脳皮質などの違いを判別す
ることが可能となっている。この技術は1970年代初頭
に提唱され数年後に実用化された。特徴としては、生体
組織の微細構造が観察できることにあり、脳組織におい
ては頭蓋骨の影響を受けないので脳腫瘍や脳梗塞などに
対して特に有用である。また、造影剤を用いずに脳血管
の撮影を行うことができ（MRA； magnetic resonance
angiography、磁気共鳴血管造影）、脳血管性の疾患の
診断にも用いることができる。短所は、強い磁場を用い
ることによる制限があることと、一人の患者の測定に比
較的長い時間（少なくとも30分から１時間程度）がか
かってしまう点である。
秣DT-MRI４）
DT-MRIは、通常のMRI技術を基にして1990年代末
になって開発された測定手段である。この方法では、水
分子に含まれる水素原子の動きを追うことによって、そ
れらが含まれる組織の構造を知ることができる。水分子
は通常ブラウン運動しすべての方向にランダムに拡散す
るが、筋肉や神経軸索など繊維質の組織内部では拡散で
きる方向が限られているために、逆に組織中の水分子の
運動を測定することによってそれぞれの組織の繊維の走
向性を知ることができる。脳研究に関してはこの方法に
より、通常のMRIでは分からなかった白質内部の神経軸
索の様子を観察することが出来、脳梗塞などの疾患にお
ける神経線維の変化や、乳幼児の脳が発育するにつれて
神経線維が伸展していく様子などを明らかにすることが
可能になった５）。
補足珈　代表的な形態計測法
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秬 fMRI
1990年代はアメリカ合衆国政府によって脳研究の10
年（Decade of the Brain）とされ、脳研究が格段の発展
を遂げた10年間であったが、それはfMRIの10年とい
っていいほどfMRI技術が発展した10年間でもあった8）。
fMRIは、技術的には通常のMRIと同様に核磁気共鳴の
原理を用いたものであるが、目的は形態ではなく脳の活
動状況を測定することにある。現在一般的に用いられて
いるのは1990年に小川誠二博士（現在、濱野生命科学
研究財団小川脳機能研究所所長）らによって提唱された
方法で、BOLD (blood oxygenation level dependent)コ
ントラストによって脳血流量の変化を測定し、それから
局所的な脳活動の変化を推定するものである9)。脳など
の生体組織に酸素を運搬するヘモグロビン（オキシヘモ
グロビン）は、各組織で酸素を放出した後にデオキシヘ
モグロビンとなる。オキシヘモグロビンとデオキシヘモ
グロビンでは磁性体としての性質が異なり、オキシヘモ
グロビンは磁場に対して影響を与えないのに対して、デ
オキシヘモグロビンは常磁性体となり、MRIで用いられ
る強い磁場の中では小さな磁場の歪みを生じMRI信号の
局所的な減衰を招く（BOLD効果）。この効果の程度は
デオキシヘモグロビンの濃度に比例しているため、MRI
信号に対する影響の変化を調べることによりデオキシヘ
モグロビンの局所的な濃度変化を測定することができ
る。
脳内では神経活動によって局所的な血管拡張がひきお
こされ、そのことによって血流量が増大し必要な酸素要
求量を満たすことが知られている。この血流量の増加は、
実際の酸素消費量を上回るので結果としてオキシヘモグ
ロビンの量を増やし相対的なデオキシヘモグロビンの濃
度の減少を招く。これは、見かけ上MRI信号の増加を生
じる。したがって、神経活動の局所的な増加は、MRI信
号の局所的な増強となって観測される。このように
fMRIにおけるシグナルは、水素原子スピンからのMRI
信号を変化させる度合いとして検出されるものであり、
必然的に微弱な変化を検出することが求められる。この
ため、検出するMRI信号を強める必要があり、fMRIに
は通常の形態観測に用いられるMRIの静磁場強度(1か
ら1.5T程度)より強い磁場強度（1.5から７T）が用い
られ、さらに強い磁場を持つ機器（9.4T）の導入も試み
られている。磁場強度を増加させることはシグナルを増
強させることにつながるが同時にノイズも大きくなるた
めに信号処理など情報工学技術が重要となり、工学系の
技術者との緊密な連携が不可欠である。
fMRIの空間分解能は、形態観測に用いるMRIと同様
に高くて1ｍｍ以下の分解能を示す。半面、時間分解能
はあまり高くない（数十秒程度）。これは、主として神
経活動が高まってから血流量に変化がおきるまでに時間
がかかることに起因するが、シグナルが微弱なために検
出に時間がかかることも一因となっている。
秡PET、SPECT
PETとSPECTは、ともに生体内に取り込ませた短い
半減期を持つ放射性同位元素より放出されたγ線を測定
することによって、その放射性同位元素を含む分子の脳
内代謝の状態を観察するものである。PETでは陽電子
（β線の一種）を放出する核種を用い、これが生体組織
中で近くの電子と結合し511keVのγ線（消滅放射線）
２本を直線上の反対方向に放出する。これらのγ線を、
測定対象をはさんで正対する２個の検出器で同時に検出
することにより、陽電子が電子と結合した位置と時間を
特定することができる。このように２つの検出器を用い
るためPETによる測定の精度は高い。SPECTはγ線を
放出する同位体を用い、それを直接検出器で測定する方
法である。この方法は、PETに比べて簡易な装置で行う
ことができるが、測定を１つの検出器によって行うため
に、直線方向の空間分解能と定量性ではPETに比べて
劣る。
これらの方法の長所は、放射性同位元素を含む分子を
選ぶことによって、神経活動に伴う特定の分子の代謝の
計測技術 fMRI PET、SPECT SQUID NIRS
測定原理 核磁気共鳴、 γ線測定、 磁束密度、 近赤外光、
ヘモグロビンの酸化状態の 放射線同位体を含む分子の 頭表面の磁束密度分布を測 ヘモグロビンの酸化状態の
違いによる局所磁場への影 代謝を測定する。 定することによって、脳内 違いによる近赤外光の吸収
響の差を測定することによ 部の電流分布を推定する。 の差を測定することによっ
って、局所血流量の変化を て、局所血流量の変化を知
知る。 る。
測定対象 局所的な血流量の変化。 神経伝達物質などの分子の 脳電流の動き。 皮質表面の血流量の変化。
動き。
長所 空間分解能が良い（1ｍｍ 特定の分子の代謝を測定で 時間分解能が良い（数ミリ 測定するときの自由度が高
程度）。 きる。 秒）。 いので、乳幼児や患者の測
定に有利である。
短所 時間分解能が悪い（数十秒）。 放射性同位元素の生体内使 場合によっては空間分解能 生体組織による吸収･散乱の
用。放射線施設の併設。 が悪くなる。 影響で、脳深部の測定が難
しい。
＊それぞれの方法の詳細は補足玳を参照。 （参考資料をもとに科学技術動向研究センターにおいて作成）
図表2 代表的な活動計測法の特徴とその比較
補足玳　代表的な神経活動計測法
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研究者・技術者が協力して技術の
開発を行っているが、多くの場合
は欧米の技術に頼っている。たと
えば、３T以上のfMRIやPETは
米国およびドイツ・イギリスなど
のヨーロッパ製に占められてい
る。今後これらの測定技術を進歩
させ、それを基にしてさらにヒト
の脳の基礎および臨床研究を発展
させていくためには、日本におい
ても医学と工学のいっそうの連携
を図る必要がある。
emission computed tomography、
単一光子放射断層法）は放射性の
同位元素を用いることによって、
神経活動に伴う特定の分子の動き
を追うことができ、さまざまな神
経活動を支えている分子の働きを
調べることができる。また、
SQUID（ superconducting quan-
tum interference device、スクイ
ッド磁束計）は、頭の表面の磁束
密度分布を測定することによって
脳内部での電流分布を推定する方
法である。
これらの方法は発展途上の技術
であり、解像度や感度など機器の
性能に関してはまだ十分ではな
く、より一層の研究の発展のため
には技術的な開発が必要である。
特に、データの解析はこれらの測
定技術の中核的なポイントであ
り、そのためには電子工学や情報
工学などの工学技術が重要な要素
となっている。日本国内でも一部
の機器については、医学と工学の
情報、たとえば血流量、ブドウ糖の消費量、神経伝達物
質と受容体の結合や解離の様子などを知ることができる
点である。陽電子の放出元素としては11C、13N、15O、
18Fなどが用いられ、これらの元素の半減期は10～100
分程度である。したがって、使用する施設においてこれ
らの元素を作成しなければならず、PETやSPECTには
サイクロトロンなどの放射線施設が併設される必要があ
る。このような制限はあるが、ヒトゲノムの解析終了な
どの分子生物学の発展により脳内分子の発見・同定が急
速に進みつつあり、それらの生体内での働きを解明しさ
らに神経疾患の診断・治療に結び付けていくためには
PETやSPECTを用いた観測がますます重要になると考
えられる。
秣SQUID（EEG・MEG）
基本的に脳神経の活動は電気的なもので、それから生
じる電位差や磁場を測定することは、脳の活動を測定す
るものとしてはもっとも直接的である。EEG（elec-
troencephalogram、脳波）は、頭の表面の2点間の電位
差を測定したものであり、MEG(magnetoencephalo-
gram、脳磁図)は、脳の電気活動によって生じた頭の表
面の磁場を測定したものである。SQUID (supercon-
ducting quantum interference device、スクイッド磁束
計)は、超伝導現象を用い頭表面の微弱な磁束を測定す
ることを可能にした。現在では、測定ポイントのチャン
ネル数が多い装置（256チャンネルなど）が開発され空
間分解能も向上している。この結果、得られた頭の表面
の磁束密度の分布から脳内部での電流分布を推定するこ
とが可能となった。
SQUID の長所は、血流量や物質代謝量など神経活動
の結果として生じた間接的な変化を測定する他の方法と
は異なり、脳の電気的活動を直接測ることができる点で
ある。このため時間分解能が非常に高く、ミリ秒の単位
で神経活動を測定できるのはSQUIDのみである。また、
てんかんのスパイク電流など強いシグナルに対しては優
れた空間分解能を示し、その発生部位の特定などに力を
発揮している。逆に、平常の神経活動に伴う磁束の変化
は微弱なために、空間分解能が悪くなる場合がある。
SQUIDを含むすべての非侵襲測定では、頭の外で得ら
れる情報から脳内部での活動状況を推定することが必要
となる。しかしながら、放射線や近赤外光を含む電磁波
を用いて脳内部からの信号を検出する方法に比べて、
SQUIDではシグナル自体に位置情報が少ないために数
学問題として一意的な解を導くのが難しくなっている。
今後さらに機器を改良し測定能力を引き上げると同時
に、逆問題に対する数理工学技術の開発により空間分解
能を上げていく必要がある。
稈NIRS
NIRSは、波長800nm付近の近赤外光を用いて脳内の
血流量の変化を測定する方法である。この近赤外光は、
ほかの可視光に比べて生体組織による吸光度が低く、微
弱ではあるが脳組織を透過（tomography）あるいは脳
表層で散乱（topography）した光を計測することがで
きる。波長800nm付近の光に対してオキシヘモグロビ
ンとデオキシヘモグロビンの間では吸光スペクトルが反
転し吸光度の差が大きいので、fMRIの場合と同様にそ
れらの濃度変化を測定することによって局所血流量の変
化がわかる。血流量は神経活動に応じて変化しているの
で、局所血流量の変化を測定することによって局所的な
神経活動を推定する。この測定方法は、装置自体がコン
パクトであり、かつ被験者の自由度が高いので、乳幼児
や長時間固定することが困難な患者などの測定に有効で
ある。しかしながら、X線やγ線などに比べ近赤外光は
生体組織による吸収･散乱を避けることができないため、
空間分解能が悪くかつ脳深部の情報を得ることが難し
い。近年、レーザーダイオード光源の使用や検出器の多
チャンネル化（64チャンネル）などの技術的な進歩に
より測定能力が上昇しているため、今後この測定方法の
有用性は増していく可能性がある10）。
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中心に導入されている現状であ
る。しかしながら、一部ではがん
などの画像診断を中心とした一般
患者向けのPETによる画像診断
施設なども登場してきており、機
器の開発が進むに連れ、今後その
数は増えていくものと思われる。
SQUIDは超低温の冷却装置な
どの大型の設備を要する点や、こ
れまでの機械では同時に測定でき
るポイント数が少なく得られる情
報が少なかったことなどにより普
及数はそれほど多くなく、日本全
体でも20台前後である。
４‐１
神経疾患研究の現状と課題
近年のブレインイメージング技
術の発展を基にして、日本を含む
世界中で神経疾患の基礎的な研究
が盛んに行われるようになり、さ
まざまな成果が上がりつつある。
たとえば、fMRIやPETを用いた
研究により、アルツハイマー型痴
呆症では、脳の萎縮や変性などの
形態的な変化に先立って脳の一部
で血流量や糖代謝の減少が起こっ
ていることが観察されている。ま
た、う
蘆
つ
蘆
病などの神経疾患では、
脳内の神経伝達物質の量やそれら
の動きが変化していることが分か
ってきている。今後、これらの研
究が進むことによって神経疾患の
起こる原因やその機序について明
らかになってくるものと考えられる。
一方、これらの基礎的な研究成
果を基にして一般市民を対象とし
た痴呆症などの神経疾患の診療に
向けた一般診断・治療技術などの
応用技術を開発し、研究成果を社
会へと還元していくことも必要で
4．中核的共同研究組織の設立と研究体制強化
最新のOECD報告（1999年版）
を基にしたレポート６）によると、
日本における人口当たりのCTス
キャンおよびMRIの導入状況は世
界一であり、先進国の間でも飛び
ぬけた数になっている（図表３）。
これらは脳神経疾患の診断に用い
られているものに限ってはいない
が、日本において脳梗塞や脳腫瘍
など脳の形態計測にこれらの機器
が広く用いられていることは間違
いない。
一方、脳の活動計測技術は、現
在ヒトの脳の基礎的な研究に用い
られ、解像度や感度などの性能が
高い先端的な測定機器が導入され
つつある。たとえば、3T（テス
ラ）から4TのfMRIは大学などの
研究施設に10台程度導入されて
いる（図表４）。米国などでは、
７Tから9.4TのfMRIも人を研究
対象として用いられており、日本
でも新潟大学で７Tの機器が今年
稼動する予定である。
PETは、放射線施設が付随する
ことが必要条件となっているため
に設置数はそれほど多くなく、日
本全体でも約50台が大学病院を
3．日本における各測定法の導入状況（主要国との比較）
国名 CTスキャン MRI
日本 84.4 23.2
韓国 22.9 4.3
イタリア 19.6 6.7
ドイツ 17.1 6.2
アメリカ合衆国 13.2 7.6
フランス 9.7 2.5
イギリス 6.1 4.5
（文献6）のOECDによる統計資料をもとに科学技術
動向研究センターにおいて作成）
図表3 主要国におけるCTスキャン、
MRIの導入状況（人口100万
人あたり台数）
施設名（五十音順） 静磁場強度 導入時期
岩手医科大学（岩手） 3T 2000年度
岡崎国立共同研究機構生理学研究所（愛知） 3T 2000年度
小川脳機能研究所（東京） 3T 2001年度
京都大学医学部附属病院（京都） 3T 2002年度
神戸市先端医療センター（兵庫） 3T 2002年度
産総研・脳神経情報研究部門（茨城） 3T 1997年度
新潟大学脳研究所（新潟） 3T（縦型・横型） 1995年度
ビーエフ研究所（大阪） 3T 1998年度
福井医科大学（福井） 3T 1997年度
理化学研究所脳科学総合研究センター（埼玉） 4T 1996年度
（公表されている資料を基に科学技術動向研究センターにおいて作成）
図表4 日本における主なfMRIの導入施設（ヒトを対象とする
3T以上のもの）
ある。アルツハイマー型痴呆症を
治療することは現在のところ難し
いが、薬物の投与などにより病状
の進行を遅らせることは可能であ
り、また、う
蘆
つ
蘆
病などのほかの神
経疾患でも薬物治療の方法が開発
されてきている。このような方法
を用いて、患者やその家族の生活
の質の向上を図り、患者のケアな
どによる様々な社会的負担を軽減
するためには、疾患の早期の的確
な診断が重要である。
実際に、fMRIとPETの技術的
な進歩や、それらを用いた神経疾
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患に関する基礎的な研究結果から
考えると、技術的にはブレインイ
メージングによる神経疾患の診断
を行うことが可能になりつつある
と思われる。そのためには、最先
端の機器を全国に普及させ日常的
に用いることが必要である。しか
しながら、３T以上のfMRIは高
価（10億円以上）なためにその普
及には時間がかかり経済的にも難
しいと考えられる。むしろ、前節
で述べたように一般病院などにも
すでに普及している形態観測用の
MRI（全国で３千台以上）の活用
を図ることが現実的である。
そのためには、高磁場強度の
fMRI技術を用いて得られた基礎的
な研究の結果にもとづいて、低磁
場強度のMRIを活用した一般診断
用の応用技術を開発することが必
要である。また、PETは放射線施
設が必要なためにMRIに比べる
と普及台数は少ない（全国で約50
台）が、血流量のみでなく他の物
質の変化（糖代謝など）も調べら
れるために細かい診断が可能にな
る。したがって、一般市民に対す
る神経疾患診療のためには、MRI
とPETを組み合わせた診断技術の
開発が必要であると考えられる。
４‐２
中核的共同研究組織の設立
これまで日本においては、前節
で述べたように脳活動計測機器が
全国の大学・研究機関に分散して
導入され、それぞれの施設におい
て実績のある研究者を中心にして
神経疾患に関連した基礎的な研究
の成果が出てきている。脳の基本
的なメカニズムを明らかにし、神
経疾患の原因を究明するために
は、これらの基礎的な研究は重要
であり、今後とも推進していく必
要がある。その半面、これらの小
規模で分散した研究施設は、基礎
的な研究で手一杯であり、神経疾
患の一般診断技術などの応用技術
の研究･開発を同時に行うことは
無理である。
以上のことから、基礎的な研究
結果を基にして神経疾患の一般診
断技術を開発するためには、中核
的な働きをする共同研究組織を設
立し、応用技術の開発を組織的に
行う必要があると考えられる。こ
の組織では、最新鋭機を導入し研
究体制をいっそう強化・充実する
と同時に、ブレインイメージング
の技術開発を行い、それらの結果
をもとに神経疾患の一般診断･治
療の応用技術の開発を行うことが
目的となる。
このような組織の形態として
は、①これまでの小規模で基礎的
な研究を行っている既存の研究施
設の中からいくつかの施設を選択
し、それらを基にして分散型の組
織を構成する。②新たに中心とな
る機関や施設を設置しそれを中心
として運営する。などのいくつか
の異なった形態が考えられる。ど
のような形態をとるにしても、こ
の組織は既存の関連研究施設と緊
密な関係を築き、共同研究体制を
作り上げることによって、神経疾
患に関連した研究･開発を効率よ
く推進することを目指す必要があ
る。たとえば、全国に分散してい
る研究拠点の成果を相互に効果的
に利用できるようなデータベース
とネットワークを構築し運営する
ことによって、日本全体の研究の
効率化を図ることが可能になる。
４‐３
共同研究組織に必要とされる
体制
これらに加え、神経疾患の診療
技術の確立のためには、さらに以
下のような体制作りが必要である
と考えられる。
盧学際的な研究体制の確立
これまで述べてきた神経活動計
測技術（図表2）はどれもまだ開
発途上であり、より良い結果を出
すためにはそれぞれの研究現場で
よりいっそうの技術開発を進めて
いく必要がある。特に、信号処理
技術などのソフトウェア部分の開
発は、測定できる現象の種類や精
度を決定するので重要であり、専
任の電子工学や情報工学などの工
学系の研究者が必要となる。また、
近年の分子生物学の進展により脳
内部での分子の働きが明らかにな
りつつあり、これらの分子レベル
での解析とブレインイメージング
技術を用いた生理学的な研究の結
果を統合していく必要がある。そ
のためには、分子生物学の研究者
と共同で研究を行う必要がある。
以上のように、この組織において
ブレインイメージング技術の開発
とそれを用いた研究を効率よく発
展させていくためには、医学以外
の理学･工学など異なった分野の
研究者も含んだ研究グループを形
成し、これまでの学問分野を乗り
越えた学際的な研究体制を作り上
げる必要がある。
盪ブレインイメージング研究者･
技術者の育成
日本の神経科学者の数は学会の
会員数などからアメリカ合衆国の
十分の一の2～3千人であると推
定され、ブレインイメージングの
研究に携わっているのはその一部
にすぎない。人の脳を対象にした
高次機能（思考や記憶･学習など）
の基礎的な研究や、痴呆やう
蘆
つ
蘆
病
などの神経疾患の診断･治療が今
後ますます重要になってくること
を考えると、日本におけるブレイ
ンイメージングに関係する研究者
の絶対数はかなり不足していると
考えられる。また、全国規模での
神経疾患の一般診療を実現するに
は、機器を操作し測定する医療技
術者を大量に育成する必要があ
る。このように、神経疾患の研究
を推進し一般診療を実現するため
には、ブレインイメージングの研
ブレインイメージング：神経疾患の診断・治療に向けた非侵襲技術応用研究の体制強化の必要性
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究者および技術者の育成が、現在
重要な問題であると考えられる。
ブレインイメージングは医学のみ
でなく理学・工学などの異なる分
野を含む境界領域であり、その研
究者や技術者の教育にはこれらの
分野の専門的な教育が必要とな
る。しかしながら、現在の大学の
教育システムではこのような境界
領域の教育を効率よく行うことは
カリキュラム上難しく、ブレイン
イメージングの教育は各研究施設
で細々と行われているに過ぎな
い。したがって、ブレインイメー
ジングの研究者および技術者を効
率よく育成するためには、新たに
設ける研究組織において学際的な
トレーニングシステムを構築し、
全国の大学などから募集した学生
や異分野の研究者・技術者などに
対して先端的な機器を用いた専門
的なトレーニングを施す必要がある。
蘯人材の流動化と、研究の継続
性の確立
これまでの分散した研究体制
は、場合によっては個々の研究
室・施設相互の連携を欠き縦割り
型の硬直化を招くために、人材の
流動性を阻害する一因となってい
ると考えられる。また、ブレイン
イメージングのように長期的に研
究・開発を行っていく必要のある
研究テーマにおいては、結果を蓄
積し研究･開発を継続して発展さ
せていくことに問題が生じてくる
可能性がある。新しい研究組織で
は、全国から研究テーマを公募し、
採択されたテーマに対し先端的な
機器を含む研究設備の利用とその
ための研究費を提供する。このこ
とによってこれまで非侵襲計測機
器を使用することができなかった
研究者にもそれらの機器を用いた
研究の機会を与えると同時に、こ
の組織を中心とした人材の流動性
を促進することが必要であると考
えられる。また、常時研究体制を
見直すことにより社会の要請の変
化に対応することのできる柔軟性
を持たせると同時に、必要な研究
は長期にわたって継続し成果の蓄
積を行えるものにする必要があ
る。
これまで述べてきたように、現
在急速に進みつつあるブレインイ
メージングの技術的な発展に基づ
いて痴呆症などの神経疾患の一般
診療の技術を開発し普及させるた
めには、中核的な役割を果たすこ
とのできる共同研究組織を設立
し、研究･開発を強力に推し進め
ていく必要がある。
アメリカ合衆国では N I H
（National Institutes of Health、国
立衛生研究所）内にNIBIB（Nation-
al Institute of Biomedical Imaging
and Bioengineering、国立生体イ
メージング・生体工学研究所）が
2000年に設立され、脳だけでなく
体全体のイメージング技術の開発
において中心的な役割を果たし、
それを用いた研究を他の研究所と
共に行っている。この研究所は、
その目的を“基礎的な研究の推進
と開発された技術の応用によって国
民の健康増進を図る”こととし、ホ
ームページの冒頭に掲げている7）。
本稿で提案している日本におけ
るブレインイメージングの中核研
究組織においても、科学研究成果
の社会への還元という課題は共通
している。この組織は、その目的
を“国民の健康増進のために、神
経疾患の基礎および臨床の研究を
推し進め、それらの成果をもとに
一般市民を対象とした神経疾患の
診断･治療技術を開発し、その普
及を図る。”とすべきである。
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倍（464万kW）と183倍（220万
kW）の目標を設定している。
2003年４月１日からは、電気事業
者に対して、販売電力量に応じ一
定割合以上の新エネルギーの利用
を義務づける「電気事業者による
新エネルギー等の利用に関する特
別措置法（以下、RPS制度という）
（注３）」が全面施行され、2010年度
における目標値を、販売電力量の
1.35%（122億kWh）に定めている。
さらに、ガスエンジン、ガスタ
ービン等の原動機を用いたコージ
ェネレーションシステムを中心と
する分散型電源の市場が、今後拡
大していくことも予想される。
我が国では、電気事業の規制緩
和①やRPS制度の導入にともない、
電力供給システムを取り巻く環境
が変化している。従来の電力供給
システムは、供給から変換、利用
部門へと一方向に流れる比較的単
純な構造であったが、分散型電源
が系統に組み込まれるようになる
と、分散型電源から電力系統側へ
電力を送出する状況（逆潮流）も
生じ、エネルギー輸送の向きが双
方向化する。このような状況の下
では、系統内に分散する分散型電
源の出力変動による系統への影響
が指摘されており２）、分散型電源
と系統電力の調和を目指した電力
供給システムの構築が求められて
いる。
そこで本稿では、まず、現状の
電力供給システムにおける分散型
電源の特性を概観し、分散型電源
の増加が見込まれる今後の電力供
給システムにおいて求められるこ
とについて述べる。さらに、我が
国における分散型電源を用いた電
力供給システム構築に向けた研究
動向、欧米の動向を概観し、我が
国の地域特性に応じた電力供給シ
ステム構築の可能性を探る。
（注1）供給サイドの新エネルギ
ー：発電分野［太陽光、風力、
廃棄物、バイオマス］、熱利用分
野［太陽熱、未利用エネルギー
（雪氷冷熱含む）、廃棄物熱、バ
イオマス熱、黒液・廃材等］
（注2）需要サイドの新エネルギ
ー：クリーンエネルギー自動車、
天然ガスコージェネレーション、
燃料電池
（注3）RPS制度対象エネルギ
ー：風力発電、太陽光発電、地
熱発電、水力発電（出力1000kW
以下の水路式水力発電に限る）、
バイオマス発電
大規模集中型の電力供給システ
ムは、これまでの需要増大に支え
られ、大型化での発電効率の向上
による経済性向上、さらに環境性、
信頼性の改善を重ねてきた。一方、
地球温暖化対策に資する技術とし
て、分散型のエネルギーシステム
である燃料電池やバイオマスなど
を活用しようとする動きが、活発
化１）している。
総合資源エネルギー調査会　新
エネルギー部会が2001年6月に報
告した「今後の新エネルギー対策
のあり方について」では、「供給
サイドの新エネルギー（注１）」に、
水力（揚水式を除く）および地熱
を加えて「再生可能エネルギー」
として整理し、原油換算で１次エ
ネルギー総供給に占める構成比を
1999年の4.9％（29百万kl/593百
万kl）から、2010年には約1.4倍
の7%程度（40百万kl/602百万kl
程度）にすることを目標としてい
る。また、「需要サイドの新エネ
ルギー（注２）」である天然ガスコー
ジェネレーションや燃料電池につ
いても、それぞれ1999年比で3.1
1．はじめに
特集膂
分散型電源を用いた電力供給システムの構築
―我が国の地域特性に応じたシステムの構築を目指して―
環境・エネルギーユニット 橋本　幸彦
用 語 説 明
①電気事業の規制緩和
2000年3月から特別高圧（受電電圧2万V以上、使用規模2000kW以上）の
需要家を対象に、電力の小売部分自由化が開始され、需要家選択肢拡大に向け
て、2005年4月をめどに、50kW以上の高圧需要全域に自由化範囲の拡大
（500kW以上は2004年4月めど）等がなされる見通し。分散型電源の利用に関
する部分においては、供給源の多様性確保の観点から、分散型電源を活用して
行う電力供給の容易化を実現することが適切であるとされている。
分散型電源を用いた電力供給システムの構築　―我が国の地域特性に応じたシステムの構築を目指して―
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原子力発電や火力発電のように
電力を大規模に供給する電源に対
して、分散型電源とは、図表1に
示すように、オンサイト（需要地
近接型）、再生可能（リサイクル
型）、小容量の特徴を有する中小
規模の電源に対して使用される言
葉である（国内外ともに、特定の
発電設備・出力規模等の区分によ
る明確な定義はない）。
図表2に、大規模電源と分散型
電源の、電力品質（周波数）維持
特性、経済性、環境性に関する特
性比較を示す。分散型電源のうち
太陽光発電や風力発電等の新エネ
ルギーは、環境性に優れており、
国による導入補助や電力会社によ
る余剰電力購入メニューにより導
入促進が図られ、特に太陽光発電
については、世界一の導入量およ
び生産量となっている。また、コ
ージェネレーションシステムの場
合は、オフィスビル等の業務部門
に対する事業（ESCO：Energy
Service Company）が拡大してい
る。この事業は、コージェネレー
ションシステム設置によるエネル
ギー利用システムの改修および改
修後の省エネ効果の確認・運転管
理などのサービスを提供し、省エ
ネルギーメリットの一部を報酬と
して享受するものである。すなわ
ち、コストは大規模電源と競合可能
なレベルに達しつつあるといえる。
次に、分散型電源の導入量が増
加した場合の電力品質への影響に
関することについて述べる。
電力品質とは、一般的には、電
圧や周波数に対して使われる言葉
である。電圧については、分散型
電源から電力系統側へ電力を送出
する状況（逆潮流）が増加した場
合の系統電圧の上昇が課題となっ
ており、配電線に設置された電圧
調整装置や分散型電源側での電圧
調整等により管理値内（低圧電
圧：101±6V）に収めている。
周波数については、不安定な電
源が接続された場合の周波数変動
が、分散型電源の導入量増大にと
もなう課題となっている。電力需
要は、季節や時間帯別に絶えず変
化しており４）、火力発電（石油、
LNG等）や水力発電（揚水式、調
整池式）によって、負荷の変動に
合わせ出力を制御し、供給電力と
需要電力のバランスをとり、周波
数を一定の値（50ヘルツまたは
60ヘルツ）に維持している。分散
型電源の導入量が相対的に少ない
場合は、周波数維持への貢献の必
要性は生じないが、導入量が増加
すれば、分散型電源側にも周波数
維持に貢献する必要性が生じるも
のと考えられる。
分散型電源の中では、ガスター
ビンやガスエンジンコージェネの
ような原動機を用いたものは、制
御性に優れており、技術的には周
波数維持に貢献できるレベルに達
しているが、現段階では、導入量
が相対的に少ないこともあり、周
波数維持には用いられていない。
また、太陽光発電や風力発電の新
エネルギーの場合は、発電量が気
象条件に左右されることから、周
波数維持に寄与するためには、ま
ずシステムとしての安定性を向上
することが課題となっている。
2．電力供給システムにおける分散型電源の特性
図表1 分散型電源の分類
①電力品質 ③環境性電源種別 （周波数） ②経済性
維持特性 （CO2排出）
原子力 －（注１） ○
大規模電源 火力
○
○
×
水力
新エネルギー
× △ ○
分散型電源
コージェネレーション
△ ○ △システム
注１：ベース供給力 出典：科学技術動向研究センターにて作成
図表2 大規模電源と分散型電源の特性比較
出典：文献3）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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今後の電力供給システムは、分
散と集中を統合する新たなシステ
ムの構築を目指して、従来の比較
的単純な構造から、様々な要素が
関連した複雑化したシステムへと
変化していくことが予想される。
本章では、分散型電源の導入量
増大にともない複雑化の進展が予
想される将来の電力供給システム
を構築していく上で求められるこ
とについて述べる。
３‐１
コストミニマムという視点
さまざまな特性を有する分散型
電源の導入量が増加した場合で
も、従来と比較して、コスト上昇
を最小限に抑制する仕組みづくり
が必要である。
2003年2月にまとめられた総合
資源エネルギー調査会電気事業分
科会報告「今後の望ましい電気事
業制度の骨格について」でも、分
散型電源を活用して行う電力供給
の容易化を実現することが適切で
あり、その際には、流通設備の二
重投資による著しい社会的弊害の
防止措置を講じる必要があるとし
ている。ここでいう、二重投資と
は、従来からの供給者である電力
会社による設備投資と投資回収期
間の短い分散型電源を設置する事
業者による設備投資のことを指し
ている。
また、4月より施行されたRPS
制度では、新エネルギー等電気の
利用目標量を、およそ3年間は特
段の系統対策が生じない範囲にと
どめることとしている。これは、
必要な系統対策内容や費用負担の
あり方等についての方向性が定ま
っていないことによるものであ
る。このように、分散型電源の導
入量が増加した場合に必要となる
システム構築に際しての追加的費
用に関する課題も残されている。
つまり今後は、ESCO事業のよ
うに、分散型電源を需要家構内に
設置することにより、省エネを実
現しコストを抑えるという局所的
な経済的メリットとともに、電力
供給システム全体としてコスト上
昇を最小限に抑制する取り組みも
必要である。
図表3に示すように、従来の系
統は、大規模電源側を起点として、
上流から下流に向けて、電力が供
給されることを前提に、設備形成
が行われているが、分散型電源の
導入量が増加した場合には、様々
な方向の電力潮流が混在すること
になる。このため、複数の分散型
電源を集合体としてとらえ、シミ
ュレーションによる評価・解析を
行い、経済性や電力品質に関して、
導入にともなう影響評価を実施す
ることも必要であろう。
３‐２
需要家側からの視点
我が国の停電時間は、諸外国と
比較して少ないことから、供給信
頼度のさらなる向上を求める高品
質の電力要求よりもむしろ、多少
の停電は許容するが、現状よりも
低コストの電力供給を望むという
ような低品質低価格のニーズが生
じることも考えられる。つまり、
画一的な信頼度、品質を追求する
のではなく、各需要家のニーズに
応じた価格や信頼度、品質を提供
するための技術も必要となってく
るであろう。
3．今後の電力供給システムに求められること
出典：科学技術動向研究センターにて作成
図表3 分散型電源の導入量増加イメージ図
分散型電源を用いた電力供給システムの構築　―我が国の地域特性に応じたシステムの構築を目指して―
19Science & Technology Trends   April  2003
特集2
の制約が生じないようなシステム
の必要性が認識されており、電力
貯蔵技術などの進展を背景に、我
が国においては、「需要地系統ネ
ットワークシステム」や「高柔
軟・高信頼電気エネルギー流通シ
ステム（FRIENDS）」などの新し
いシステムに関する提案が行われ
ている。７，８）
盧需要地系統ネットワークシス
テム
分散型電源の大量導入時の電力
品質等に関する問題を解決するた
め、分散型電源や電力貯蔵装置を
活用する新しい電力供給システム
として「需要地系統ネットワーク
システム（図表5）」が電力中央研
究所より提案されている７）。
このシステムは、都市部を中心
とした需要の増加や多数の分散型
電源による潮流変化に対して、複
雑な制御を要することなく柔軟に
対応可能なシステムを構築するこ
とを目標としている。
系統の形状は、電圧変動の抑制
や潮流の均等化を図るため、ルー
プ系統を基本構成としている。各
ループ点には、潮流や電圧を制御
する装置（ループコントローラ）
を設置し、また需要家（分散型電
源を含む）ごとに、供給側と需要
家側それぞれの情報に基づき経済
種の電力貯蔵方式が国内外で研究
されている。
実用化されている揚水発電のよ
うな集中型のものに加えて、需要
地近接型の分散型電源である太陽
光発電等の不安定性緩和を目的と
した分散型の電力貯蔵に対する期
待も高い。いずれにしても、電力
貯蔵装置を、電力供給システムの
中で有効に活用するためには、そ
の設備投資の動機付けが可能とな
るレベルまでコストを低減するこ
とが必要である。
４‐２
システムとしての研究動向
我が国における分散型電源の系
統への接続は、供給信頼度の維持
や電気保安の確保を前提に、電力
系統連系技術要件ガイドラインに
基づき分散型電源側での設備対応
が実施されているが、これらは分
散型電源側での個別的な対応であ
り、今後、分散型電源の導入量が
増加すれば、系統側からの制約で
接続が困難になる事態も予想され
る。例えば、北海道電力では、風
力発電について、電力品質維持が
可能な量として、現状から約10
万ｋＷ増の25万ｋＷを接続可能
限界量として公表している６）。こ
のようなことからも、系統側から
４‐１
電力貯蔵技術
負荷平準化や太陽光、風力の新
エネルギー発電の供給不安定性緩
和を目的に、電力貯蔵装置を活用
する方法が検討されている。電気
はその発生と需要が時間的に一致
していなければならないという性
質を一言で“同時同量”とか“電
気は貯められない”と表現するこ
とがあるが、電力貯蔵装置により、
夜間の余剰電力を貯蔵し、昼のピ
ーク需要時に放出して負荷の平準
化を行うことで、電力設備の利用
率を高めることが可能である。
さらに、地球環境保全の観点か
ら、太陽光、風力等の新エネルギ
ー発電の有効活用を促進する必要
があるが、これらのエネルギーは
必要な時に必要なだけ発電できる
わけではなく、時に需要と供給に
アンバランスを生じる可能性があ
る。電力貯蔵装置は、このような
電源の不安定性緩和に資する手段
の１つである。
このように本来貯められない電
気を貯めるため、電気エネルギー
を、運動エネルギー、位置エネル
ギー、化学エネルギーなど、他の
エネルギーに変換する技術とし
て、現在、図表４に示すような各
図表4 電力貯蔵技術の概要
4．分散型電源を用いた電力供給システム構築に向けた研究動向
エネルギー貯蔵形態 電力貯蔵方式 課題等 規模
動的 運動エネルギー
盧フライホイール： 蘆振動、騒音 分散型
FWES（Fly-Wheel Energy Storage）
位置エネルギー 盪揚水発電
蘆立地点限定
力学的 蘆周辺環境との調和
エネルギー
静的 圧力エネルギー
蘯圧縮空気貯蔵： 蘆地盤沈下 集中型
CAES（Compressed Air Energy Storage） 蘆地下水変化対策
電磁界エネルギー
盻超電導エネルギー貯蔵： 蘆漏洩磁界
SMES（Superconducting Magnetic Energy Storage） 蘆高温超電導
化学的エネルギー
眈２次電池電力貯蔵： 蘆活物質漏洩対策 分散型
BES（Battery Energy Storage） 蘆消防法
出典：文献5）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
20
科学技術動向　2003年４月号
図表5 需要地系統ネットワークシステムの構成例
出典：資料10）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
出典：資料９）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表6 高柔軟・高信頼電気エネルギー流通システム（FRIENDS）の構成イメージ
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性等に配慮しながら分散型電源を
制御する装置（需給インターフェ
ース）を設置することとしている。
需要地系統実現に向けて、電力
中央研究所は実証試験設備を建設
し、本提案手法の実証評価を含め、
実用化を目指した技術開発を行う
こととしている。
盪高柔軟・高信頼電気エネルギ
ー流通システム（FRIENDS）
分散型電源の大量導入が予想さ
れる将来の電力供給システムに適
した制御・保護・運用が可能な方
式、また需要家側の求めに応じて
多品質の電力を供給できる方式と
して、北海道大学をはじめとした
研究グループによって、「高柔
軟・高信頼電気エネルギー流通シ
ステム　FRIENDS：Flexible
Reliable and Intelligent Energy
Delivery System」が提案されて
いる8）。
現行の配電システムは、一般的
に、放射状の配電線に沿って柱上
変圧器から、単一品質の電力が送
られているが、FRIENDSでは、
配電用変電所と需要家の間に、電
力品質を管理する「電力改質セン
ター（QCC）」という概念を導入
し、電力品質別供給サービスとし
て多様な電力を需要家に供給する
ことを目的に、分散型電源、電力
貯蔵装置等を設置することとして
いる。QCCは、需要家近くに設
置され、これらを高圧配電線で結
ぶことにより全体の電気エネルギ
ー流通ネットワークが構成されて
いる。（図表6）
５‐１
米国
米国エネルギー省（DOE）は
2000年9月に「分散エネルギー資
源に関する戦略計画」11）を発表
した。低価格の分散エネルギー資
源を最大限に活用しつつ、クリー
ン・高効率・高信頼度のエネルギ
ーシステムを構築することを基本
戦略として、分散型電源と関連技
術の開発について、連邦支援と国
の目標を示している。
技術開発テーマは、①燃焼シス
テム等の基礎研究、②分散型天然
ガスや再生可能エネルギー利用技
術開発、③エネルギー貯蔵・輸送
技術開発、に分類される。また、
制度上の問題点を改善するため関
連制度の整備を実施することとし
ている。
米国では、近年、電力自由化や
電力市場改革による発電市場や小
売市場への競争システムの導入、
競争を創出するための新たな料金
決定システムなどの導入が進展す
る一方で、電力流通設備に対する
投資が抑制されており、近年の大
規模な停電に見られるように、電
力供給の不安定化、電力品質の低
下が顕在化しつつある。このよう
に、電力不足や価格高騰への対応
を背景に、従来からの①離散需要
への対応、②コージェネとともに、
③信頼度確保、④電力品質の確保、
⑤エネルギーマネージメント・売
電、⑥分散型電源、電力流通設備
一体となって電力品質を維持する
サービス（アンシラリーサービ
ス）、⑦電力市場への売電、を目
的に、分散型電源の用途拡大を図
っている。
５‐２
欧州
欧州では、2001年9月に再生可
能エネルギーの導入に関するEU
指令12）が出されたことから、分
散型電源の普及促進を図るための
方策が検討されている。欧州にお
ける分散型電源の普及促進に関わ
るプログラムとしては、分散型電
源のエネルギーネットワークシス
テムへのアクセス促進を目的とし
た 「 Target Action Integration」
プログラム（2001～2002）と、分
散エネルギーのEU域内、地域レ
ベルのネットワークとの統合によ
る安定供給及び信頼性の確保を目
的とした「Cluster Integration」
プログラム（2002～2006）がある。
後者のプログラムにおいては、分
散型電源を含めた新しい電力供給
システムの構築を図るため、次世
代の技術プログラムの策定や新し
いシステムの構築を目指してい
る。主要技術開発テーマとして
「再生可能エネルギーおよびその
貯蔵が増加した場合の独立型発電
システムの革新的制御」「再生可
能エネルギー資源の割合の高い分
散型電源」「再生可能エネルギー
資源および分散型電源統合のため
の欧州ネットワークのプロジェク
ト」の推進を計画している。
以上、概観したように、欧米間
においても、分散型電源導入の背
景に違いが見受けられる。米国に
おいては、電力不足や価格高騰へ
の対応を背景に、新規に発電所を
建設する替わりに、分散型電源を
供給信頼度向上に活用する動きが
見られ、欧州では、環境的な観点
から、持続可能なエネルギーシス
テム構築に向けて、分散型電源の
うち特に再生可能エネルギーに重
点をおいた導入促進が図られてい
る。
5．欧米の動向
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我が国のエネルギー政策は「環
境保全や効率化の要請に対応しつ
つ、エネルギーの安定供給を実現
する」という基本目標を掲げてい
るが、現状では、この達成は決し
て容易ではないと言われている13）。
エネルギーの供給主体は、自由化
の進展とともに、従来の大規模電
力供給システムに加えて新規参入
者の出現や分散型電源の導入等に
より、多様化が進みつつあり、こ
の流れは今後とも引き続き継続す
ると考えられる。つまり、この流
れを前提とした社会全体としての
仕組みづくりが必要となっている。
まず、諸外国との比較において
考えると、我が国は、電力インフ
ラや地理的条件、エネルギー資源
賦存状況などの背景が異なること
から、欧米のエネルギー政策動向
や技術開発動向に注視しながら
も、我が国の実情に応じた電力供
給システムの構築を計画的に進め
ていくことが必要である。
次に我が国における地域特性に
ついて考えると、地域ごとに、エ
ネルギー需要や風況、バイオマス
資源量等の違いを有している。さ
らに、4‐2節で示したような分
散型電源を用いた電力供給システ
ムに関するコンセプトは、特定の
地域（市区町村単位）やエリア
（工業団地等の限定的なエリア）
を対象としたシステムの構築を目
標としているが、これに伴い生じ
る追加的費用を地域内でどのよう
に負担していくかという課題も残
されている。
このような背景から、今後、分
散型電源を用いた電力供給システ
ムを構築するにあたっては、地域
レベルでの取り組みが必要であ
り、システムを具現化するにあた
っては、自治体の関与が必要とな
ってくるであろう。
自治体等の自発的な立案によ
り、地域の特性に応じた規制の特
例を導入し、特定地域において地
域が自発性を持って構造改革を進
めるための構造改革特区制度の進
展も見受けられる。2003年４月１
日から受付を開始した構造改革特
区計画の認定申請状況を見ると、
エネルギー関連では、新エネルギ
ー普及モデル特区が申請されている。
分散型電源の多くは、需要地近
接型という特徴を有している。自
治体が中心となって、地域内のエ
ネルギー関係事業者（電力会社、
分散型電源設置事業者等）や住民
等による議論の場を提供し、地域
が抱える課題やニーズを抽出し、
また地域に賦存するエネルギー資
源の特性を的確に踏まえること
で、地域一体となって、分散型電
源を用いた電力供給システムを構
築することが可能となるであろう。
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いかと期待されている。今後ます
ます発展するであろう情報化社会
は、半導体デバイス発展の足踏み
を容認するはずが無く、世界的に
は引き続き高い産業成長率が予想
されている。
かつて1980年代後半から90年
代にかけての一時期、日本のシリ
コン半導体デバイス研究は世界の
先頭を走り、国内の他の多くの産
業のテクノロジードライバーでも
あった。しかし現在、その状況は
様変わりし、日本国内では今後の
発展がありうるのか疑問視する向
きさえある。ここでは、日本の半
導体デバイス研究が置かれている
状況を再認識し、10年後の研究を
見据えて、特に大学における半導
体デバイス研究を見直す機会とし
たい。
２‐１
技術の進展を表す代表的数値
図表１に、シリコン系半導体デ
バイスの進展を表す代表的なサイ
ズを示した。微細加工技術の程度
を表す数字として、まず、集積回
路における配線の線幅とトランジ
スタのゲート長が用いられる。こ
れらの実現には主にリソグラフィ
ーの性能向上が寄与している。特
に米国では現時点で最も微細加工
可能なEUV（極紫外線）露光技
術を用いた研究コンソーシアムが
組まれており1）、すでにゲート長
10nm以下のトランジスタ動作が
報告されている2）。日本でもこれ
らを追ってEUV露光技術に関す
るプロジェクトが開始されている3）。
一方、半導体デバイス研究は、
たとえ、その一部のみを研究しよ
うとしても、処理装置のシリコン
ウエハサイズが揃っていなければ
回路を試作することができない。
今後、新規投資で建設されるライ
ンは、主として300mm（12イン
チ）ウエハを取り扱うファブであ
り、新規半導体製造装置の開発も
このサイズに焦点が絞られてい
る。半導体製造設備では製造プロ
セスのノウハウのほとんどは装置
に組み込まれる形になっているた
め、新技術は新規開発装置でのみ
実現できるという場合が多かっ
た。したがって、たとえ研究と言
えどもウエハサイズを無視するこ
とは事実上不可能であり、工場で
製造ラインを整備する場合と同じ
ように、ウエハサイズも研究開発
の世代を表す数値として重要と言
える。
少なくとも1990年代までの半
導体デバイスの研究は、これらの
サイズやクロック周波数などの性
能指数という定量的な数字で表さ
れることによって、明確に世代が
交代することが特徴であった。
ITRSロードマップ(国際半導体技
術ロードマップ： International
Technology Roadmap for Semi-
conductors)は毎年見直され、しか
も世界中で共通認識されている4）。
研究期間と実際の製品製造時期も
具体的なタイムスケジュールが組
まれている。それだけ研究成果の
定量性が問われるということであ
り、また評価手法が確立している
とも言える。
２‐２
微細化に関する研究動向
ITRSロードマップ4）によれば、
最も微細化の進んだシリコン系半
導体デバイスの線幅は2004年に
は100nm以下になり、まもなく量
産レベルでもナノテクノロジーの
領域に突入する。大容量を目指す
シリコン系半導体デバイスの研
究は、すでにnmオーダーの領域
にあり、数々のナノテクノロジー
研究の中でも最も微細な領域にあ
ると言える。このような微細化に
よる高集積化は、シリコンの原子
サイズという物理的限界が見えつ
つあるにもかかわらず、2020～
2030年頃まではこれまでのペース
を保ちながら進んでいくのではな
1．はじめに
特集膠
シリコン半導体デバイス研究に対する
大学の関わり
材料・製造技術ユニット 奥和田久美
2．シリコン半導体デバイスの進展
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メモリに代わって、最近は動作速
度発展を目指すロジックICが先
端技術を牽引するようになり（図
表２）、半導体デバイスの進展を
表す指標に線幅よりもむしろトラ
ンジスタのゲート長を用いる機会
が増えている。
ゲート長のほうは、すでに研究
レベルでは10nm以下に突入し、
2002年12月にはゲート長を6nm
まで縮小してもトランジスタ動作
することが発表された2）。要素技
術においては、研究開発成果は予
測を超えるすさまじい速度で進展
している。特にロジックICの微
細化や性能指数においては、研究
成果の発表を追いかける形で、毎
年ロードマップが前倒しに書き換
えられるという現象が起きた（図
表３）。付け加えるならば、同じく
トランジスタのゲートを構成する
シリコン酸化膜の膜厚に関して
も、7nmという厚みでデバイス構成
が可能という発表が成されている7）。
6～7nmという数字は、シリコ
ン単結晶中のシリコン原子間距離
（約0.3nm）やシリコン酸化物中の
シリコン－酸素イオン間距離（0.4
～0.5nm）を考えると、原子が一
方向には十数個しか並んでいない
ということであり、実際に機能す
る膜厚としては驚異的な数字であ
る。また、これが2020～2030年
図表1 シリコン半導体デバイス研究の進展を表す代表的数値
図表2 代表的半導体デバイスの進展
（慶應義塾大学黒田忠弘教授の作成資料による）
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頃に到達すると言われるシリコン
デバイスの限界説の要因でもあ
る。しかも、上記のような要素技
術のみで半導体デバイスが構成で
きるわけではなく、ここ数年で確
実に到達するはずの領域において
さえ未解決の大きな技術的障害の
数々（Red Brick Wall）が指摘さ
れ8）、現時点では壁を乗り越えら
れるかどうかに関して明確な技術
的見通しがあるわけではない。し
かし、過去において、半導体デバ
イス研究は常に前述のような要素
技術の研究成果がロードマップを
先導し、見通しが付いていない技
術もそれらに合わせるように開発
されてきた経緯がある。この結果、
半導体デバイス製品の開発は、あ
たかも法則に則ってほぼ直線的に
進んでいるかのように見え（図表
２）、これらは提唱者に因んでム
ーア（Moore）の「法則」とまで言わ
れた。言い換えると、半導体デバ
イスの研究成果は何度も限界説を
打破してきた歴史をもつのである。
一方、最近は、微細化の限界よ
り先に消費電力の過密化による発
熱が致命的な問題になりそうだと
いう予測が共通認識されてきた9）。
低消費電力化を図るためには、低
電圧駆動が鍵であり、回路設計か
ら見直しが急務である。さらに、
低消費電力化の限界を打ち破るた
めに、半導体トランジスタを超え
る新原理デバイスも提案され10）、
今後10～20年間は現状の半導体
デバイスの延命研究と新デバイス
の創製研究が同時に進むことにな
る。ただし、まだ不透明な新規デ
バイス創製研究の成果のみに情報
化社会の明日を託すという選択は
ありえまい。
３‐１
日本の半導体産業が
置かれている状況
かつて1980代後半から90年代
前半には、日本の半導体デバイス
研究は世界の先導役であった。特
に大容量メモリを中心とした優れ
た製造技術開発により、日本は
「電子立国」であり「半導体は産
業の米である」とまで言われてい
た11）。日本の半導体デバイス産業
は、1970年代から生産額で平均年
率11％の成長を遂げ、2000年に
は我が国のGDPの約１％を占め
るに至っている12）。また、1990年
代の研究開発投資の対売上高比率
や設備投資は約15～20％という
高水準を保った。これらの数字は、
この分野が日本の産業全体の研究
開発および設備投資の大きな牽引
力でもあり続けたことを意味する。
このように、過去にはかなり着
実な実績を残してきたシリコン半
導体デバイス産業ではあるが、
1990年代後半の衰退は図表４に示
すとおりである5，12）。現時点で、
世界市場における日本のシェア
は、ほぼ1970年代の水準である。
この間、世界の半導体デバイス生
産量は多少の増減はあるものの増
加傾向を続けており、1980年代後
半から競争力を落としたのは日本
だけである。関連する業界、例え
ば半導体製造装置メーカーもデバ
イス業界の衰退を追いかけるよう
に世界シェアを減らしている。内容
をみると、かつて日本の優位性の代
名詞であったDRAM（Dynamic
Random Access Memory：揮発
性のランダムアクセス記録デバイ
ス）は韓国・米国・欧州の各企業
のはるか後塵を拝し、ついに国内
1社に統合して再起をかけること
になった。米国企業の MPU
（Micro Processor Unit）は、依然
他国の追随を許していない。ゲー
3．半導体デバイス研究を取り巻く状況
図表3 ロードマップの加速
（東工大岩井研究室作成資料による）
26
科学技術動向　2003年４月号
ムマシン・ＣＣＤ（固体撮像素
子）・Flashメモリ（不揮発性の
記録デバイス）等においては、日
本はまだ優位を保っているが、製
造面のみを受け持つファウンドリ
というアジアの1990年代のビジ
ネスモデルに、それらの製造現場
も切り崩されつつある。詳細につ
いては数多くの分析レポートが出
されており5）、ここではこれ以上
の数字は省略する。
さらに、日本の半導体デバイス
事業は電機業界の中に存在すると
いう特殊事情を有し、背景には電
機業界自身のもつ構造的な問題が
存在するため13）、半導体産業だけ
を切り離して議論することができ
ない。日本の電機業界は多かれ少
なかれ百貨店的な品揃え戦略（コ
ングロマリット的経営）をとって
おり、特定地域内でのみ有効と考
えられるこの戦略が半導体事業に
も持ち込まれているために、個別
には優位性を維持しうる製品群が
あっても世界的に見れば競争力が
失われつつある。日本の半導体産
業界が抱える問題はかなり根深
い。少なくとも、日本は1990年
前後に何かを見誤ったことだけは
明らかである。過去の成功体験が、
技術的変化やビジネスモデルの変
化に気づくのを遅らせたという分
析もある14）。
３‐３
研究開発視点の方向転換
1990年前後に日本のシリコン系
半導体デバイスが世界のイニシア
ティブを取れた時代に、日本が最
も強い力を勝ち得た分野は
DRAMを中心とするメモリの製
造技術であり、微細化が技術開発
の先導役であった。しかしながら
2 0 0 0 年代に入り、必ずしも
「DRAM」や「微細化」のみが研
究開発のキーワードでは無くなっ
ているという事実がある。この背
景として、1990年代に世界的なレ
ベルで、製品分野や応用分野を特
化するあるいは製造段階の一部に
特化するという分業のビジネスモ
デルが確立したことが挙げられ
る。百貨店的な品揃え戦略をとっ
て、製造過程の全ての段階をひと
つの企業内でクローズさせるとい
う1990年代前半までのモデルを
引きずっているのは、現時点では
日本のみといってもよい。現在は、
製品分野にしろ製造過程にしろ、
ある一部に特化し、その狭い分野
において世界的シェアを目指すこ
とが高い収益につながっている。
これにともなって、研究開発は目
指すデバイスや応用分野に応じて
目標設定が異なり、単に「微細化」
を求めることが重要では無くなっ
ている。例えば、日本の企業の多
くは既に「DRAM」事業から撤退
し、次世代の目標設定を「SoC
（System on Chip）」技術や「通信
デバイス」と位置づけているが、
これらの目標設定に対しては、こ
れまでのような「微細化」研究は
必ずしも第一義的ではなく、むし
ろ「低消費電力化」のほうが優先
であるという考え方が出てきてい
る。一歩下がって考えてみれば、
DRAMへの集中や微細化の優先
は主に工業的効率追求の結果であ
った。「DRAM」はユーザーから
見れば必ずしも理想のメモリとい
うわけではない。また、「微細化」
は、キャパシタンス低減等の性能
面のメリットも重要ではあるが、
第一には小型大容量化という製造
コスト低減が目的であろう。すな
わち、これらは必ずしも顧客満足
型のキーワードではない。これら
に比べれば、「SoC」や「低消費
電力化」は、いくらかユーザー側
の視点に寄ったキーワードと言え
るであろう。以上のような背景か
ら、10年後の日本を考えるうえで、
シリコンデバイスの微細化限界を
真剣に議論することが果たして重
要なのだろうか、という疑問の声
もある。
図表4 半導体デバイス分野における日本の産業力推移
（譛機械振興協会経済研究所井上氏の提供資料による）
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４‐１
学会発表件数の推移
1990年前後に日本のシリコン系
半導体デバイスが世界のイニシア
ティブを取れた時代に、日本が最
も強い力を勝ち得たのは、「DRAM」
を中心とするメモリ技術であり、
すなわち「微細化」研究であった。
それでは、日本の研究を支えた母
体はどこであったのだろうか。こ
の研究分野で代表的な次の２学
会、IEDM（International Electron
Devices Meeting）15）とISSCC（Inter-
national Solid-State Circuits Con-
ference）16）における発表件数
（採択件数）の推移を調査した結
果が図表５および６である。これ
らの学会は論文の採択率という点
では比較的厳しく、研究のオリジ
ナリティの他に、完成度が問われ
る傾向にある。
日本からの発表件数は、1990年
代はある程度の件数を保ってきた
が、2000年以降横ばいかむしろ減
少傾向にある。米国勢は1980年
代から優位を保っており、1990年
代後半からは欧州とアジア諸国の
伸びが特徴的である。2000年代の
欧州とアジア諸国の件数増加は、
産業競争力の躍進をそのまま反映
している。特筆すべきことは、
1990年前後の日本からの研究発
表は、ほとんど企業等から成され
たものであり、大学からはごく稀
にしか発信されなかった点であ
る。これは、米国では常に大学か
ら一定発表が成されてきたことと
は対照的である。また、図表６に
おいて、日本以外のアジア諸国
(オセアニアを含む)からの発表は、
ほぼ全て大学からの発表であるこ
とも注目に値する。これだけ大き
な研究分野で、まだ成熟段階に達
していなかった研究分野におい
て、日本の偏った傾向はむしろ特
異であったと言える。細かく中身
を見てみれば、日本の大学の半導
体デバイス研究は、シリコン半導
体デバイス研究に比べて化合物半
導体系の研究が非常に多いことが
もうひとつの特徴である。
シリコン半導体デバイスのうち
でも特に製造技術に関わる研究
は、ある程度の規模をもつ研究施
設を有しないと成り立ちにくいこ
と、すなわち、大きな規模のまと
まった研究投資を必要とする面を
もつ。日本において、1990年前後
にこれらの条件が整う場所は企業
内にしかなく、しかもその研究活
動は企業の中で閉鎖的に行なわれ
たわけである。企業側も大学を学
生の供給場所としか見なさず、研
究成果はほとんど期待しなかった。
1990年代後半になると、日本に
おいても若干ではあるが大学から
の研究発表が見られるようにな
る。これには、第１期科学技術基
本計画を踏まえたいくつかの施
策、具体的には企業出身者の大学
教員への採用や、大学の研究室か
ら民間へデバイス試作を委託でき
る手段（大規模集積システム設計
4．日本における研究開発の主体
（東工大岩井研究室提供資料）
図表5 IEDMの論文採択件数推移（地域別比較）
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教育研究センター：VDEC、1997
年運用開始）17）の新設などの産学
連携政策が功を奏したと考えられ
る。米国においても、1980年代後
半に、それまで研究の中心的存在
であったベル研究所から大学への
大きな人材流動が起こり、このこ
とが1990年代の米国における大
学の研究発展を支えたと言われて
いる18）。日本においても、1990年
代後半から人材の流動が、これら
の学会における研究成果の発表へ
繋がっているのではないかと推測
される。また、VDECのような企
業への委託試作手段は、特に大学
の設計技術に関する研究の強化に
繋がったと言われている。これは
大学の研究と企業の試作ラインが
有機的に結びついた産学連携の一
例と言える。実際に、国内の大学に
おけるシステムLSI設計技術は、
十分に産業界に通用するレベルも
達成されており、試作や製造をフ
ァウンドリに委託する形の大学発
ベンチャーが生まれている19）。こ
の分野は世界のどこにいても研究
が可能であり、今後はヴァーチャ
ルな研究機関を設立しても有効に
働くはずである。大規模な投資を
必要としない研究分野では大学の
ハンディは解消されつつある。
４‐２
日本で現在進められている
研究プロジェクト
図表７は、シリコン系半導体デ
バイス研究プロジェクトを線幅お
よびゲート長のスケールと時間ス
ケールで表したものである。2007
年度までのいくつかのプロジェク
トがすでに進行中である。研究投
資を集約して共同研究することに
より研究効率を高めることがプロ
ジェクト化の目的であり、多くは
前述のRed Brick Wallを解決する
ことを具体的目標に掲げている。
個々のプロジェクトの目標や規
模は各ホームページ等を参照され
たい。ここでは、どのような母体を
もつかについて述べるにとどめる。
「あすかプロジェクト」は、シ
ステムオンチップ（SoC）技術を
開発するための民間主導プロジェ
クトである。譖電子情報技術産業
協会（JEITA）20）内の半導体コ
ンソーシア委員会（11社）下にあ
る㈱半導体先端テクノロジーズ
（SELELTE）21）が推進する。し
たがって、構成員はほとんど株主
社（11社）および委託社（2社）
からの出向者で成り立っている。
これらはすべてデバイスメーカー
であり、委託社として外国企業も
参加している。「半導体MIRAIプ
ロジェクト」22）は、貎独産業技術総
合研究所次世代半導体研究センタ
ー、ASET（超先端電子技術開発
機構）23）に参加する企業 25社
（半導体デバイス製造企業14社・
製造装置及び材料系企業11社）、
さらに20の大学研究室が参加し
ている。産学官連携のプロジェク
トであると言えるが、その構成員
の多くは民間企業経験者あるいは
出向者である。「HALCAプロジ
ェクト」は、上記２プロジェクト
とは趣旨が異なり、多品種・少量
生産に対応する半導体製造技術の
生産性を高めようとする産官学連
携プロジェクトであるため、図表
７には記載されていない。このプ
ロジェクトは装置・周辺設備関連
企業の寄与が大きいが、成果情報
図表6 ISSCCの論文採択件数推移（地域別比較）
（東工大岩井研究室提供資料）
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がほとんど公開されていない。
以上の3プロジェクトは、茨城
県つくば市の貎独産業技術総合研究
所内に2002年6月に竣工した「ス
ーパークリーンルーム産官学連携
研究棟（総工費252億円）」24）を
中心に進められている。同棟には
面積3000m2と1500m2の二つのク
リーンルームがあり、前者はクリ
ーン度クラス3で「あすかプロジ
ェクト」が使用、後者は同クラス
5で「半導体MIRAIプロジェクト」
と「HALCAプロジェクト」が使
用している。同施設には3プロジ
ェクト合わせて400名以上の技術
者が参集、合計投資額は1000億
円超と報道されている。それぞれ
独立のプロジェクトとしてスター
トとしたが、ごく最近になって一
部で協力体制が始まった25）。
この他、最も早い成果を期待さ
れているプロジェクトとして、㈱
先端SoC基盤技術開発（ASPLA:
Advanced SoC Platform Corpora-
tion）26）が設立されている。民間
主導ではあるが、平成13年度2次
補正予算に基づき、貎独産業技術総
合研究所が整備する「次世代半導
体設計・製造技術共同研究施設」
として約350億円の国家予算がつ
ぎ込まれる予定であり、民官共同
の一種のプロジェクト的性格を持
つ。実際の施設は民間企業のクリ
ーンルーム内に存在する。JEITA
下の㈱半導体先端テクノロジーズ
（SELETE）21）や㈱半導体理工学
研究センター（STARC）27）など
の成果の具現化することが目的さ
れており、大学の直接的な寄与は
無い。なお、2003年度から３年間
の予定で配線材料研究中心の「次
世代半導体ナノ材料高度評価プロ
ジェクト」も計画されているが、こ
れも民間企業がその費用の50％
を負担することになっている。
少なくとも2007年までは、以
上の各プロジェクトの成果を出す
ことが第一優先であろう。これら
は日本の半導体産業の危機的状況
を救うべく、完全にニーズ志向で
開始されたものであり、確実に成
果が達成されなければ日本の産業
競争力の一層の低下に繋がりかね
ない。
シリコン半導体デバイスの製造
技術に関する研究としては、日本
の現存プロジェクトは依然として
民間企業の寄与がほとんどで、事
実上大学が主体になるプロジェク
トは存在していない。また、現時
点までには、10年後を見越した配
線幅で50nm以下（ゲート長で
10nm以下）の世代を目指したデ
バイス研究プロジェクトは、国内
には存在していない。2002年に譛
新機能素子研究開発協会（FED）
新技術探索型討論会（コーディネ
ータ：平本俊郎東京大学教授）に
おいて、これらをふまえて約10
年後のサブ10nm世代についての
課題が話し合われ、大学主導のプ
ロジェクト案が出された28）。
図表7 半導体関連プロジェクトの領域
（東工大岩井研究室作成資料による）
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５‐１
世界のシリコンデバイス
研究施設
図表８は、大学が容易に参加で
きる先端デバイス試作施設（ゲー
ト長：sub 50 nm級）の位置を示
した世界地図である。これらを見
ると、そのほとんどは、施設自体
が大学の中にあるか、または大学
に近隣しているかのどちらかであ
り、産学官連携により地域的にハ
イテクゾーンを形成することが鍵
となっている。大学の大きな関与
は、教職員自身の発展とともに、
即戦力としての研究開発者を企業
に供給する意味においても重要な
役割を果たしている。図表８中の
SUNY Albany、IMEC、CEA-LETI
（MINATEC）などは、政府や地
域が肩入れしているプロジェクト
の場である。これらの中には、す
でに300ｍｍウエハ対応ライン、
または今後300ｍmラインに変更
予定である施設もいくつか含まれ
る。300ｍｍウエハ対応ラインの
建設および設備には、いずれも数
百億円以上の規模の集中投資を必
要とする。したがってこのような
大型投資の背景には、シリコンを
中心としたデバイスは今後数十年
以上ハイテクエレクトロニクスの
主流であるという各国の共通認識
があると考えられる。
５‐２
欧州の例
一例として、フランスの
MINATECプロジェクト29）に建
設中の300mmウエハの研究施設
NANOTEC 300を紹介する（図表
９）。MINATECの詳細に関して
は、本誌2002年3月号を参照され
たい30）。MINATEC複合センター
には最先端設備を持つ共用ラボ、
理工学大学・大学院、ベンチャー
のインキュベーションセンターが
作られ、シリコン集積回路研究は
その中心におかれている。各プラ
ットフォームの合計予定人員は、
大学・大学院教員500名、学生
1500名、研究機関：応用研究800
名、基礎研究400名（微細技術分
野研究：1000名）、企業：500～
1000名とされている。設置場所の
グルノーブル市は、半導体産業、
バイオメディカル、電子機器産業
が強い産業組織を持ち、また、国
立、欧州機関所属、大学所属の研
究所が非常に多く集中しており、
それらがMINATECの母体とな
っている。図表９に示すとおり、
MINATECプロジェクトは、支持
母体のひとつであるCEA-LETI
（仏原子力庁電子・情報技術研究
所）のすぐ隣に建設されている。
CEA-LETIは産業界からの外部資
金調達も重要視しており、シリコ
ン半導体デバイス研究分野の外部
資金は全体の60％（41Ｍユーロ）
を占め、“Silicon technology as a
driver in CEA-LETI”と位置付け
ている。さらに近隣には、欧州最
大の通信デバイス企業であるＳＴ
マイクロエレクトロニクス社31）
の多くの事業所が存在する。
５‐３
アジアの例
アジアの国々では、この研究分
野に限らず工業および学際地域が
集中化する傾向がさらに強く、そ
れらは国家的な政策によって意図
されたものである。一例として、
1980年に台湾行政府によって開設
された新竹科学工業園区を挙げ
る。この地区には各種優遇措置が
とられており、工業技術研究院
（ITRI）、国立清華大学・国立交通
大学、6大産業（半導体、コンピ
ュータ部品、情報通信、オプトエ
レクトロニクス、精密機器および
バイオテクノロジー）関連企業
5．諸外国における研究施設の例
（東工大岩井研究室作成資料による）
図表8 世界のシリコン半導体デバイス研究機関（日本を除く）
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290社以上が集中し、研究者・技
術者の総数が72,000人に達すると
されている。国立交通大学
（ NCTU： National Chiao Tung
University）は、卒業生の8割が
同園区内で就職する地域密着型工
科大学である。1980年代から誰で
も有償で利用できる大学内の半導
体試作設備（Semiconductor
Research Center）32）を有し、ホ
ームページから各ラインへ簡単に
アクセスすることが可能である。
この施設の目的には、学生のトレ
ーニングとともに、学外への処理
サービスが挙げられている。現在
は４～６インチのウエハサイズが
入り混じった装置群になっている
が 、 別 途 Nanotechnology Fab.
（クリーンルーム総面積3,300m2）
を建設中であり、2004年度には運
用開始する予定である。しかし、
この大学が今後最も力を入れるの
は、実はハード面の研究ではなく、
Si-Softプロジェクト（国家誘導計
画Si-Soft）33）という国家プロジェ
クトである。これは3年間でLSI
設計の専任教授を250人増員し、
設計人材を毎年千人規模で輩出す
るという大規模な計画である。こ
の背景には、1980年代後半から90
年代にかけて労働集約型から投資
集約型へ移行し成功を収めた台湾
半導体産業ではあったが、2000年
代には投資集約型産業は中国へ中
心が移るとの予測から、今後は知
識集約型に移行すべきという考え
がある。
以下は、複数の研究者から意見
をうかがった10年後の半導体デ
バイス将来像である。
①少なくともシリコンウエハ上
に形成されるデバイスであ
り、かつCMOS構造をもつ
（図表10）という2点は、10
年後も変わらないと考える研
究者が多い。つまり、たとえ
半導体がシリコンからカーボ
ンナノチューブなど新材料に
代わろうとも、シリコンウエ
ハ上にComplimentary（相補
的）な回路をMOS（金属―
酸化物―半導体）構造で形成
するという基本は変わらない
とする考え方である。
②ITRSロードマップがある程
度予測どおり進めば、10年後
においては、新原理デバイス
の登場を待たずとも、シリコ
ンデバイスの延長線上でユビ
キタス社会は達成できるはず
である。例えば、2005年以降
にMPUの動作速度は製品レ
ベルで10GHzを越すと予測さ
れている。
③至近の問題として、低消費電
力化のため低電圧化などを図
ることが急務であり、微細加
工技術よりもこの点が②を律
速する可能性がある。
④デバイス研究トレンドには、
標準化とカスタム化の波があ
り、現在注目している「SoC
化」という標準化の研究開発
の波は2007年ごろには一段落
し、10年後は再びカスタム化
が研究のメインテーマに浮上
する（図表11）。次のキーワ
ードと目されているのは、ハ
ードウェアとソフトウェアの
同時協調設計（HW/SW co-
design）という考え方である。
⑤微細化では、MOSトランジ
スタで縮小速度が最も速く、
デバイスレベルでゲート長
10nm以下に到達するのは
2010～2016年頃になる。た
だし、微細化とは単に10nm
以下の微細加工技術を確立す
ることではなく、線幅25nm
以下相当およびゲート長
6．10年後の技術予測
図表9 欧州で建設中の研究施設
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10nm以下相当の性能を実現
させることである。
⑥⑤を実現するためには、新材
料・新プロセス・新構造の積
極的導入が必要である。ただ
し、これらが進展しても、回
路技術における革新という手
助けはどうしても必要であ
る。
⑦当然、微細化研究の焦点は10
年後には10nm未満の技術に
移っている。物理的な限界に
近づくことから、10年後以降
は全く異なる新たな技術分野
が育つ可能性もある。
問題は、これら全てに対応する
研究開発を日本国内で進めるべき
かどうかである。特に、⑤～⑦の
研究を行なうには諸外国並みの大
型プロジェクトと多額の研究投資
が必要になるため、他に優先して
投資すべき研究であるかどうか、
真剣に議論されなければならない。
特に、今後の新材料導入などの
技術開発ハードルは、かなり高い
ことを認識しなければならない。
比較的容易に取り入れられたシリ
コンの金属間化合物化（シリサイ
ド形成）、酸化物に代わる窒化物、
金属膜の固溶化、配線材料の変更、
低誘電率層間膜材料などはすでに
ある程度は導入済みで34）、今から
検討すべき残った課題は昔から検
討されているにもかかわらず未だ
達成できない難しい技術ばかりで
ある。例えば、ゲート絶縁膜にシ
リコンの酸化物以上の誘電率を持
つ材料はＩＣの創成期から30年
間以上も検討されているが未だに
達成できない。逆に言うとそれだ
けシリコンの酸化物は安定な素晴
らしい材料であり、これを越える
のは相当高いハードルである。ま
た、DRAM等のキャパシタに用
いる高誘電率膜も10年以上前か
ら大きく注目され35）、学会発表も
非常に盛んに行われたにもかかわ
らず、日本の多くの企業が
DRAM撤退するまでに間に合わ
なかった。これらの新材料導入に
関しては「人・物・金をかければ
何とかなる」といった力ずくの微
細化技術の延長線では解決できな
い。これまでの経緯からしても、
問題解決が構造変更（主としてサ
イズの微小化）か新材料導入かと
図表10 10年後まで基本的考えとして不変と予測されるCMOS構造
（東工大岩井研究室作成資料による）
図表11 シリコン半導体デバイス研究における標準化とカスタム化のトレンド
（慶應義塾大学黒田忠弘教授の作成資料による）
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いう選択では、常に前者が勝利を
おさめてきたのである。
もうひとつの注目点は、④のハ
ードウェアとソフトウェアの同時
協調設計にあると考えられる。こ
のカスタム化の考え方では回路の
個々の性能向上を図るよりもシス
テムの最適化が優先され、ハード
ウェアにおいては一部の敏感な先
端性よりも全体のロバスト性のほ
うが重要視されると推測される。
７‐１
重点配分の必要性
今後の半導体デバイスの研究は
ますます大きな投資を必要とする
ようになり、比較的少額の研究予
算を多くの研究機関に配分する形
の研究投資は効を奏しない。特に
諸外国の研究施設に匹敵するよう
な施設を開設するには数百億円以
上のまとまった研究投資額をかけ
る必要があり、さらにその後も継
続的な施設維持費が必要になる。
すなわち、国の施策という意味で
も、ひとつの大学における予算配
分という意味でも、重点化は必須
であり、それに対してのコンセン
サスを得る必要がある。これは過
去においては容易なことではなか
ったが、国の科学技術施策の重点
化、および2004年度に予定され
ている国公立大学独法化に伴う権
限の学長への集中化など、これを
実施し得る環境は次第に整いつつ
ある。
しかし、この対極の考え方とし
て、研究体制の確立としては諸外
国の後塵を拝していることを認識
し、ここで中途半端な研究投資を
するくらいなら、デバイス研究へ
の投資はむしろ止めて国内では設
計技術開発を中心と割り切る大学
も出ている。例えば、福岡県や北
九州市を中心としたシリコンシー
ベルト構想36）では、すでに、日
本という行政圏で研究を考えず
に、アジアの一員としてより広い
観点からデバイス研究を考えよう
としている。
７‐２
コンセンサス作り
前述のような集中的な研究投資
を実現するためには、これらの研
究開発が日本国内でどうしても必
要であるというコンセンサスが得
られなければならない。まず、大
学においても、今後の日本が何を
求めていくかの議論が真剣に行わ
れるべきである。残念ながら、日
本の産業界では、大学のこの分野
への研究貢献が非常に少なかった
という認識が一般的になってお
り、これはとても一朝一夕で挽回
できるものではない。1990年代の
日本で通用した「電子立国永続の
ために当然必要」などという大局
的なストーリーは、もはや現在で
は通用しない。現時点までの大学
においては、10年後の日本を目指
して、この分野で投資額の大きい
研究を行なう必然性に関しては、
説得力のある理由付けが欠けてい
るように思われる。特に、今後は
微細化技術開発において盲目的に
世界のトップレベルを目指すこと
が、日本の産業力強化には必ずし
も繋がらない可能性があり、微細
化のキーワードのみで社会的コン
センサスを得ることは難しい。日
本の経済状況が完全に回復するま
で当分は、国の産業戦略と合致し
ないと看做される研究は社会的コ
ンセンサスが得にくい、という傾
向が続くであろう。
７‐３
考えうる具体的施策
客観的に見て、現在の日本の大
学おけるシリコンデバイス研究人
員および設備は、諸外国に比べる
と相対的には弱体化しつつある。
特に大学設備は1980年代のまま
維持されている状態で貧弱さが目
立つ。現時点で、シリコンデバイ
ス研究が可能であると考えられる
東北大学と広島大学の設備は主に
2インチ研究施設から成り、しか
も学外への門戸は閉じていた
（注：東北大学施設は新規融合分
野の試作設備は学外にも開放され
ている。また、広島大学施設は
2002年度から文部科学省「ナノテ
クノロジー支援プロジェクト」へ
の参画で現在は学外からのアクセ
スが可能になった）。このため、
純粋の大学出身者からはシリコン
デバイス研究のニューリーダーは
現れにくいという傾向が、かなり
以前から続いていることにも、や
むをえない面がある。現時点では、
世界と比肩しうるシリコン半導体
デバイス研究成果を出すために
は、VDEC17）等の外部の委託シス
テムを利用するしかない。
今後、もし諸外国を範として具
体的なデバイスやプロセス研究を
進めていくとすれば、地域の企業
を巻き込んで大学を中心とする新
シリコンデバイス研究開発ハイテ
クゾーンを作る、あるいは、既存
の国内企業の研究所や試作ライン
を国が買い上げてそのまま転用す
る、といった手段が考えうる。も
し新施設を作らないのであれば、
企業からの大学への寄付講座を積
極的に設け、事実上は企業施設内
に研究室を置くというのも一案で
あろう。いずれにしても大学当局
が研究室と企業の取次ぎを進める
ような仕組み作りが必要であろう。
7．日本の大学におけるシリコン半導体デバイス研究を考えるうえで
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仮りに日本の大学が諸外国並み
にこの分野の研究を行なおうとす
る場合、施設面の投資だけでは不
十分で、大学側のかなりの意識改
革が求められることになるだろ
う。外部研究者のアクセスの容易
性、有償でのファウンドリ的なサ
ービスなどにも便宜を図るべきで
ある。また、これに関わる大学の
研究は、従来の学科の枠組みを超
えて、例えば材料工学・化学工
学・機械工学なども含めて、大学
の内外を問わずドラスティックに
人材を流動化させることで効果を
高める必要がある。教授と言えど
も全くの新規分野に挑戦できるよ
うな仕組みを作らねばならない。
また、このような施設はせいぜい
全国にひとつであり、大学の研究
室がそっくり移動すること、ある
いは関連教員が大学間を転籍する
ことなども厭うようであればその
意味は半減する。
より具体的に考えると、クリー
ンルームの維持や装置管理には、
研究者以外の技術者も数多く必要
とする。現在の大学には最新クリ
ーンルーム運営のノウハウは無い
ため、従来の大学の枠組みから出
発した考えでは、施設を作っても
運営していけないのが現実であ
る。しかしこの点に関しても、研
究者以外の技術者を雇用すること
が難しかった国公立系の大学でさ
えも独法化の後は不可能では無く
なる。現在、産業界は人員の余剰
感が強いと報道されており、国内
にはデバイスメーカーのみならず
装置・材料分野にも多種の余剰人
材が存在する。特に独法化を迎え
る国公立大学にとっては、必要な
人材流動を受け入れる体制を整え
られるかどうかがトリガーになる
と考えられる。
７‐４
関わることができる
時期はいつか
2000年代に入って日本企業の産
業競争力がいっそう弱まり、この
状況はしばらく回復の見込みが立
たない。現在、国内の産業界では、
製品分野ごとに大企業間の統廃合
が進んでいる最中である。ただし
そのスピードは世界的に見ればか
なり遅く、統廃合が欧州並みに整
い収益性を確保できるようになる
までにはさらに数年を必要とする
と予想されている。仮りに中長期
的研究を国内で進めようとする場
合にも、世界的レベルでの研究投
資額を一企業内のみでまかなえる
企業は、当分のあいだ国内には存
在し得ない。現行の民間主導の各
プロジェクトも、もし期待される
成果が得られなければ次世代への
存続は疑問である。現行プロジェ
クト終了前にも、なんらかの政策
的見直しがなされる可能性もあ
る。ある意味で、混迷期にある今
は大学が関われるチャンスとも言
える。
産業界側からみても、これまで
有効に機能していなかった大学や
公的研究機関の力をいかに活用す
るかということが、新たなキーワ
ードになる可能性がある。企業に
おいて1990年前後に盛んだった
「中央研究所ブーム」は去り、現
在は中長期的研究活動がかなり縮
小されている。今後、このような
中長期的研究課題を大学や公的研
究機関が担うといった時間的分業
も産学連携のひとつの形になりう
る。より厳しい経済界からの意見
として、好むと好まざるとに関わ
らず、今後の日本の研究において
「学」が関わらないことはあり得
ないとする声がある。Ｒ＆Ｄリソ
ースという観点から企業研究はも
う財務的にもたず、Ｒ＆Ｄ人材も
抱えきれない。仮に雇用は確保で
きたとしても過去のような研究費
用は捻出できない、というのがそ
の根拠である。過去の失敗を踏ま
えて、産業界からの歩み寄りも必
要であろう。
現在の日本は、シリコン半導体
デバイス研究への大規模投資の必
要性を無条件に認めるには難しい
局面に立たされている。しかし、
世界的に見れば依然としてシリコ
ン半導体デバイス研究はナノテク
ノロジー研究の最先端を走り、情
報化社会を担う産業上の重要な位
置を占めている。過去の日本にお
いて、シリコン半導体デバイス研
究分野への大学の貢献が少なかっ
たことは認めざるを得ない事実で
ある。今後、この状態のまま半導
体産業界の復活を待つだけとする
か、あるいは、大学発の研究成果
が産業界へ寄与できる形にもって
いけるか、10年後を見据えて、産
学連携の研究テーマとして、この
分野を見直すべきときに来ている。
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（ U.S. Department of Homeland
Security）をはじめとする政府高
官、William Bonvillian立法担当責
任者（Joseph I. Lieberman上院議
員事務所）等の議会関係者、Ann
Jackson学長（President, Rensse-
laer Polytechnic Institute） や
Karen A. Holbrook学 長 （ The
Ohio State University）をはじめ
とする大学関係者、政策シンクタ
ンクのアナリスト、企業のＲ＆Ｄ
マネージャー、さらには諸外国の
科学技術政策の関係者等、計500
名以上が参加し、
蘆2004年度の連邦政府R&D予
算の見通し
蘆科学技術によるホームランド
セキュリティ強化
蘆留学生や外国人研究者のビザ
問題
蘆各省における科学技術政策の
動向
等について議論した。
2003年2月3日、Bush米大統領
は2004年度の予算教書をリリー
スし、R&D予算として1227億ド
ル（対前年比4.4%増）を要求した。
この内訳を見ると、ディフェンス
開発とホームランドセキュリティ
R&Dが大幅アップしているが、
非ディフェンスR&Dはほぼ前年
並み（0.1%増）である（詳細は、
科学技術動向2003年2月号「2004
年度米国大統領予算教書に見る
R&Dプライオリティの変化」参
照）。今後、連邦議会による予算
審議が始まる。イラク戦争やその
後の復興支援による財政赤字の拡
大を考慮すれば、議会でR&Dを
含む国内支出の抑制プレッシャー
が働く可能性が高い。AAAS
R&D Budget and Policy Program
のKei Koizumiディレクターはコ
ロキウムの講演で、「2004年度政
府R&D予算では、Bush政権が重
視するディフェンスとホームラン
ドセキュリティが増え、非ディフ
ェンスの研究が減るゼロサムゲー
ムとなる」との見通しを述べた。
イラク戦争の最中に開催された
コロキウムでは、ホームランドセ
キュリティに関する話題が注目を
集めた。去る3月にDHS（Depart-
ment of Homeland Security）が稼
働を始め、McQueary科学技術担
当次官の下で、ホームランドセキ
ュリティ関連の科学技術政策が進
められている。図表 1に示すDHS
の組織図のうち、主に科学技術政
策を担当するのがDirectorate of
Science and Technologyであり、
同局局長は科学技術担当次官が兼
任している。また、同局にはDARPA
（ Defense Advanced Research
Projects Agency, Department of
Defense）をモデルとしたHSARPA
（ Homeland Security Advanced
Research Projects Agency）が設
置され、基礎研究から製品開発ま
で、ホームランドセキュリティに
関するあらゆるR&Dプログラム
の フ ァ ン デ ィ ン グ を 行 う 。
HSARPAの2004年度予算は3億5
2003年4月10～11日、ワシン
トンDCにてAAAS（American
Association for the Advancement
of Science）の科学技政策コロキ
ウムが開催された。毎年春に開催
される同コロキウムは28年の伝
統を持ち、また、科学技術政策を
テーマにした会議としては全米で
最大規模を誇る。今年は、John
H. Marburger大統領科学補佐官、
Elias A. Zerhounis所長（National
Institute of Health）、 Charles A.
McQueary 科学技術担当次官
1．はじめに
2．2004年度の連邦政府R&D予算
3．ホームランドセキュリティ対策
特集膕
米国の科学技術政策動向
―2003年AAAS年次コロキウム速報―
客員研究官 清貞　智会
米国の科学技術政策動向　―2003年AAAS年次コロキウム速報―
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千万～5億ドルとなる見通しであ
る （“ Department of Homeland
Security Opens Doors, Proposes
$1.0 Billion for R&D”, AAAS R&D
Budget and Policy Program,
March 4, 2003）。
McQueary科学技術担当次官は
コロキウムの講演で、Directorate
of Science and Technologyの主要
業務について下記の通り紹介した。
蘆局内R&D
National Laboratory for Home-
land Securityを設置し、学際的に
ホームランドセキュリティ関連
R&Dを推進する。同研究所は、
既存のTechnology Security Labo-
ratory（ Transportation Security
Administration）、Environmental
Measurements Laboratory、 U.S.
Coast Guard、U.S. Secret Service、
旧 Immigration and Customs Ser-
vices等から移管されたホームラ
ンドセキュリティ関係のR&Dプ
ログラムを実施するとともに、今
後 は NIHや CDC（ Centers for
Disease Control and Prevention）
と共同で生物関連プログラムを、
USDA（US Department of Agri-
culture）と共同で食品安全プログ
ラムを進める予定である。
蘆産学官連
産学と連携しながら、ホームラ
ンドセキュリティ強化のための
R&Dを推進する。また産業と協
力して、ホームランドセキュリテ
ィ関連技術の標準化や技術移転を
進める。
蘆人材育成
ホームランドセキュリティ関連
R&Dの人材を育成するため、ド
クターやポスドクを対象としたフ
ェローシッププログラムを実施す
るとともに、奨学金制度を整える。
また、McQueary科学技術担当次
官は同じくコロキウムの講演で、
DHSイニシアティブについても下
記の通り紹介した。
蘆Border Protection and
Monitoring
国境において核兵器や違法機材
等の米国への持込を発見する技術
を開発する。
蘆Biological Protection
病理研究所、緊急処置室（ER）、
薬品の店頭販売等の監視技術や、
突発的な感染症の兆候を検出する
技術を開発する。
蘆 Information Analysis
様々な情報ソースから集めた
様々な形態の情報を包括的に分析
し、情報ネットワークの不正利用
やサイバー攻撃を未然に防ぐ情報
分析システムを開発する。
図表1 DHSの組織図
（DHS公式webサイトから）
今回のコロキウムでは、アジア
を中心に猛威を振るっている
SARS（Severe Acute Respiratory
Syndrome）に関する話題にも関
心が集まった。NIHのZerhounis
所長はコロキウムの講演で、「NIH
で は CDC（ Centers for Disease
Control and Prevention）を中心
にSARSの研究を活発に進めてい
るが、米国内だけでなく香港にあ
るNIHラボでも精力的にSARSの
原因解明と予防法の開発に取り組
んでいる。またR&Dだけでなく、
CDCのウェブサイト等でSARSの
情報提供も積極的に実施してい
る」と、紹介した。さらに同所長
は、全米のメディカルスクールに
95億ドル設備投資する計画を紹介
し、NIHの設備投資縮小に対する
アカデミックコミュニティの懸念
を一掃した。去る2月3日に公表
された2004年度の予算教書にお
いて、予算倍増キャンペーンが終
了したNIHは、研究所全体の予算
が伸び悩む中で十分なR&Dファ
ンディング予算を確保するため、
設備投資の縮小を提案していたの
である（科学技術動向2002年4月
号特集「米国科学技術政策の最新
動向　―2002年　AAAS年次コ
ロキウム速報―」参照）。
4．NIHの科学技術政策動向
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コロキウムのキーノートスピー
チでJohn H. Marburger大統領科
学補佐官は、「コロキウムで話す
べきテーマとして科学技術政策の
最新動向や優先課題等、様々考え
られるが、今日は特に米国のサイ
エンスコミュニティおよび高等教
育コミュニティに深刻な影響を及
ぼしている問題に絞って話した
い」と切り出した。毎年恒例とな
っている大統領科学補佐官のキー
ノートスピーチは、連邦政府の科
学技術政策の重点テーマについて
幅広く紹介するのが通常である。
例えば、昨年のMarburger補佐官
によるキーノートスピーチは、テ
ロとの戦いやホームランドセキュ
リティを強化するR&Dイニシア
ティブ、政府R&D投資における
分野間のバランス問題、ナノテク
ノロジーやライフサイエンス等の
分野別重点化戦略、連邦政府の
R&Dマネージメント改革等、多
岐に渡った内容であった（詳細は、
科学技術動向2002年4月号特集
「米国科学技術政策の最新動向
―2002年　AAAS年次コロキウ
ム速報―」参照）。このため、ビ
ザ問題に焦点を絞った今年のキー
ノートスピーチは、大方の予想を
反するものであり、厳しさを増す
セキュリティスクリーニングが、
米国の科学技術活動にいかに深刻
な影響を及ぼしているか、あるい
は今後及ぼすと懸念されているか
がうかがえた。
本章では、Marburger補佐官の
講演をもとに、現在のビザ問題の
原因やその解決へ向けた政府の取
り組みについて概観する。
５‐１
留学生や外国人研究者への
ビザ発給状況
最新のChronicle of Higher Edu-
cation（http://chronicle.com）の
特集"Closing the Gates"は、ホー
ムランドセキュリティの強化が、
これまで米国のR&D競争力の強
化やそれによる経済発展、市民生
活の質の向上等に寄与してきた留
学生や外国人研究者に対して、研
究活動の門戸を閉じようとしてい
る（closing the gates）と指摘し
ている。米国のサイエンスコミュ
ニティや高等教育コミュニティは
留学生や外国人研究者を排除しよ
うとしているのか。これに対して、
Marburger補佐官はコロキウムの
講演で、一般的に留学生や任期付
き外国人研究者に発給されるFビ
ザ、MビザおよびJビザの申請許
可率は、過去5年間でわずかに減
少しているが、大きな減少は見ら
れないと指摘する。同補佐官によ
れば、「米国は留学生や外国人研
究者を閉め出しているのではな
く、受け入れ審査の遅延が原因で
ある」とのことである。
５‐２
ビザ審査プロセス
本説ではビザ問題の理解を深め
るため、現行のビザ審査プロセス
について概観する。留学生や任期
付き外国人研究者に発給されるF
ビザ、MビザおよびJビザに必要
な審査は、通常、
蘆CLASS（ Consular Lookout
Automated Support System）
蘆MANTIS（カマキリ）
蘆CONDOR（コンドル）
の3つである。CLASS（Con-
sular Lookout Automated Support
System）は申請者の名前を、FBI
の National Criminal Information
Centerによる犯罪者名簿やCIA
のテロリスト名簿等と照合する審
査で、すべての案件に適用される。
これに該当したものはワシントン
の専門機関へ回され、追加審査を
受ける。Marburger補佐官によれ
ば、ワシントンで追加審査を受け
る案件の約90%は30日以内に処理
されるため、これがビザ申請を大
きく遅延させている要因とは言い
がたい。
MANTISは、国務省や関連省
庁が作成した“TAL（Technolo-
gy Alert List）”によるスクリー
ニングで弾き出された案件を対象
とする審査で、“Immigration and
Nationality Act”のセクション
212の指示に基づき、商品、技術、
機密情報などの輸出に関する法律
に違反する恐れのある申請者の入
国を防ぐことを目的とする。Mar-
burger補佐官によれば、MAN-
TISへ回される案件は2000年に約
1,000件、2001年に約2,500件、
2002年に約14,000件と急増してお
り、現在では未処理理案件が常に
1,000件を越えている。
CONDORもMANTISと同様、
ある特定の基準を満たした案件を
対処とする審査で、同時多発テロ
以降に設けられた。CONDORの
目的は、テロリストの可能性があ
る申請者を除外することである。
５‐３
ビザ審査の遅延解消へ向けた
連邦政府の取り組み
前述の通りビザ申請許可率の変
化が過去五年間で小さいことか
ら、MANTISやCONDORによっ
て申請が却下されているのではな
く、処理に時間がかかっているこ
とは明らかである。市民の安全を
守るためホームランドセキュリテ
ィの強化が重要であることは言う
までもないが、だからと言ってビ
ザ審査の遅延問題を放置すれば、
5．留学生や外国人研究者のビザ問題
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必要なときに必要な研究を行うタ
イミングを逃し、米国のサイエン
スコミュニティや高等教育コミュ
ニティに深刻な影響を与えるであ
ろう。この点は、連邦政府も十分
に理解しており、審査プロセスの
見直しや処理担当者の増強等の取
り組みを実施しているが、未処理
案件は増え続ける一方である。
Marburger補佐官は、「ビザ審査
の遅延問題は、我々の努力で解消
できる」と主張し、そのための方
策として以下を提案している。
* 外部の専門家コミュニティと連
携し、ビザ審査の各種プロセスの
迅速化に役立つ人材を継続的かつ
組織的に新規雇用する。
蘆CLASS、MANTIS、CON-
DORにおける重複審査を排
除し、審査の迅速化を図る。
蘆申請者の受け入れ先からの情
報提供システムを改善し、無
用なビザ審査を避ける。
また、Marburger補佐官は、審
査プロセスの進行状況を申請者へ
開示し、申請者の心配を軽減させ
ることを提案している。これは、
理由も知らされず、不安な心持ち
で長期間、ビザ審査の結果をまつ
留学生や外国人研究者にとって朗
報である。
これまで米国は世界中から優秀
な人材を集め、同国の成長の原動
力としてきた。特に科学技術分野
における外国人の貢献は大きく、
スタッフの半数以上がインドや中
国をはじめとする諸外国の出身者
で占められるラボも少なくない。
ビザ審査の遅延は、こうした土台
を揺るがし、米国のR&D競争力
を低下させる恐れがある。今回の
コロキウムでMarburger補佐官が
ビザ遅延問題を取り上げ、改善策
を提案したキーノートスピーチ
は、サイエンスコミュニティ、高
等教育コミュニティおよびアメリ
カ行きを志す留学生や研究者に心
強いメッセージとなった。
イラク戦争の最中、またSARS
が猛威をふるう中で開催された今
年のAAAS年次コロキウムでは、
ホームランドセキュリティや感染
症に関するR&D政策が関心を呼
んだ。また、イラク戦争およびそ
の後の復興支援のための臨時支出
による財政赤字の拡大が国内支出
の抑制プレッシャーとなり、2004
年度のR&D予算は、ディフェン
ス開発とホームランドセキュリテ
ィR&Dの増加と、非ディフェン
ス系研究の低下というゼロサムゲ
ームとなる見通しである。
ホームランドセキュリティの強
化にともなってビザ審査が長期化
しており、サイエンスコミュニテ
ィや高等教育コミュニティに深刻
な影響を与えている。今後も米国
がR&D競争力を維持、向上して
いくには、早急なる取り組みが必
要であり、今回、Marburger補佐
官が具体的な改善策を示したこと
は大きな一歩と言えよう。
6．おわりに
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昨年度の特集一覧
科学技術動向2002年4月号（No.13）～2003年3月号（No.24）で組みました39件の特集一覧です。
バックナンバーは http://www.nistep.go.jp/index-j.html でご覧いただけます。
蜷ライフサイエンス分野
蘆がん研究の最近の動向　－分子標的治療法とトラン
スレーショナルリサーチ－（2002年４月号No.13）
蘆有機合成化学研究の動向（2002年5月号No.14）
蘆分子植物科学の動向（2002年6月号No.15）
蘆免疫学の最近の動向（2002年７月号No.16）
蘆バイオリソース（生物遺伝資源）の現状と将来
（2002年９月号No.18）
蘆生命科学の研究人材の育成および教育の在り方
（2002年10月号 No.19）
蘆若手研究者の活性化を促進する競争的研究資金（研
究グラント）の整備の必要性（2002年12月号 No.21）
蘆RNA研究の動向（2003年１月号No.22）
蘆「脳科学と教育」研究の動向（2003年2月号No.23）
蜷情報通信分野
蘆量子コンピュータの研究開発動向（2002年4月号
No.12）
蘆ブロードバンド時代におけるデジタルコンテンツ流
通と著作権管理技術（2002年6月号No.15）
蘆LSI技術の研究動向　－VLSIシンポジウムとシリ
コンナノエレクトロニクスワークショップの発表よ
り－（2002年７月号No.16）
蘆グリッド技術の動向　－次世代インターネット利用
の中核技術になるか－（2002年9月号No.18）
蘆情報通信分野におけるアクセシビリティに関する研
究開発と標準化の動向（2002年11月号 No.20）
蘆バイオインフォマティクスの技術動向（2003年１月
号No.22）
蘆高信頼ソフトウェア技術の研究動向　－ソフトウェ
ア基礎技術の確立に向けて－（2003年3月号No.24）
蜷環境・エネルギー分野
蘆分散型電源の動向について（2002年5月号No.14）
蘆高レベル放射性廃棄物処分の動向と課題　－技術的
および社会的諸相を巡って－（2002年5月号No.14）
蘆CO2地中貯留技術を中心とした温暖化対策技術の開
発動向（2002年6月号No.15）
蘆ヒートアイランド対策技術の研究動向　－エネルギ
ー利用の視点からの分析－（2002年8月号No.17）
蘆化石資源を用いない水素製造技術　－持続可能な水
素エネルギーシステムへの鍵－（2002年10月号
No.19）
蘆エアロゾルの地球温暖化への影響の研究　－残され
た課題への取り組み－（2002年11月号 No.20）
蘆循環型社会の構築を目指した廃棄物処理の技術開発
と研究動向（2003年１月号No.22）
蘆民生部門における省エネルギー技術の現状と今後の
方向性（2003年３月号No.24）
蜷ナノテクノロジー・材料分野
蘆ナノバイオロジーの動向（2002年４月号No.13）
蘆自己組織化材料研究の動向（2002年７月号No.16）
蘆微細結晶粒金属材料の研究開発動向　－次世代高強
度材料を目指して－（2002年7月号No.16）
蘆MEMS研究の新展開（2002年９月号No.18）
蘆エコマテリアルの動向　－地球環境問題への材料学
のアプローチ－（2002年10月号 No.19）
蘆単電子エレクトロニクス研究の動向　－半導体集積
回路の限界は突破できるか－（2002年 11月号
No.20）
蘆ドラッグデリバリーシステム（DDS）の研究開発動
向（2002年12月号 No.21）
蘆光触媒利用技術の現状と展望（2002年 12月号
No.21）
蘆燃料電池自動車普及の鍵を握る水素貯蔵材料（2003
年2月号No.23）
蜷社会基盤・フロンティア分野
蘆災害シミュレーション技術の動向（2002年４月号
No.13）
蘆水循環を基本とした総合水管理に向けた研究動向
（2002年11月号 No.20）
蜷科学技術政策分野
蘆平成14年度科学技術関係予算編成の概要（2002年
４月号No.13）
蘆米国科学技術政策の最新動向　－2002年　AAAS
年次コロキウム速報－（2002年4月号No.13）
蘆科学技術関連コンテストに見る我が国の現状（2002
年8月号No.17）
蘆2004年度米国大統領予算教書に見るR&Dプライ
オリティの変化（2003年２月号No.23）
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科学技術動向センターとは
平成13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため1月より新たに「科学技術動向研究センター」
を設立いたしました。本センターでは、第2期「科学技術基本計画」に示されたライフサイエン
ス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資する
資料として提供いたします。
センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・技術分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1
「科学技術専門家ネットワーク」
による科学技術動向分析
わが国の産学官の研究者を「専
門調査員」に委嘱して（2002年度
実績約2800人）、インターネット
を利用して科学技術動向に関する
幅広い情報を収集・分析する体制
「科学技術専門家ネットワーク」
を運営しています。このネットワ
ークを通じ、専門調査員より国内
外の学術会合、学術雑誌などで発
表される研究成果、注目すべき動
向や今後の科学技術の方向性等に
関する意見等を広く収集いたします。
これらの情報に、センターが独
自に行う調査・研究の結果を加
え、毎月1回、「科学技術動向」
としてまとめ、総合科学技術会議、
文部科学省を始めとした科学技術
関係機関等に配布いたします。な
お、この資料はhttp://www.nis
tep.go.jpにおいて公開します。
2
重要科学技術分野・領域の
動向の調査研究
今後、国として取り組むべき重
点事項、具体的な研究開発課題等
を明確にすることを目的とし、重
要な科学技術分野・領域に関する
キーテクノロジー等を調査・分析
します。
さらに、重要な科学技術分野・
領域ごとの科学技術水準を欧米先
進国と比較し、わが国の科学技術
がどのような位置にあるのかにつ
いての調査・分析も行います。
3
技術予測に関する調査研究
当研究所では、科学技術の長期
的将来動向を総合的に把握するた
め、デルファイ法による技術予測
調査をほぼ5年ごとに実施してい
ます。これは、今後30年間の重
要技術を抽出して、重要技術の重
要性評価や実現予測時期を分析す
るものであり、センターは、多く
の専門家の協力により本調査を引
き続き実施いたします。
科学技術動向研究センターのご紹介
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
連絡先：〒100－0013東京都千代田区霞が関1－3－2
電話03－3581－0605 FAX 03－3503－3996
URL http://www.nistep.go.jp
Email stfc@nistep.go.jp
※このレポートについてのご意見、お問い合
わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします
なお、科学技術動向のバックナンバーは、下
記のURLにアクセスいただき「報告書一覧
科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
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